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１　人権意識の高揚を図るための施策

　（１）人権教育・啓発の推進

　　①人権啓発推進体制の確立

事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

憲法月間記念講演
会の開催

人権・男女
共生課

〔目的〕憲法第11条に定められた永久不可侵の基
本的人権について､市民の人権意識の高揚を図る｡
〔概要〕憲法月間(5月)に著名人を招き､人権に関
するテーマで講演会を実施
〔実施日〕5月22日
〔対象者〕市民
〔参加者〕219人
〔テーマ〕ホントに憲法を知っていますか？
〔講師〕谷口  真由美さん (大阪国際大学准教授)
〔場所〕市民総合センター(クリエイトセンター)
センターホール

(10)さまざ
まな人権問
題

市民が人権問題を再認識するため
のきっかけづくりとなった。

多くの市民が参加
できるよう開催す
る曜日や時間等を
検討する。

人権教育夏季研究
集会の開催

学校教育推
進課

〔目的〕教育現場や地域で進められている人権教
育､人権啓発の取組みについて､教職員や市民等が
共に学び考える場とする｡
〔概要〕茨木市人権教育夏季研究集会
〔実施日〕7月24日
〔対象者〕幼・小・中学校園教職員並びにＰＴ
Ａ、市民等
〔参加者〕908人
〔テーマ〕「ともに学び、ともに育つ」教育の今
～当事者の経験から～
〔講師〕　二羽　泰子さん
〔場所〕立命館大学大阪茨木キャンパスフュー
チャープラザ

(4)障害者
問題

教育現場や地域で進められている
人権教育､人権啓発の取組みについ
て､教職員や市民等が共に学び考え
る場となった。

直面する人権課題
をより踏まえた内
容で取組む。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

自殺予防啓発講演
会の開催

保健医療課
文化振興課と共催し、大学との連携講座の一環と
して、メンタルヘルスに関する講演会を実施。大
阪精神科診療所協会が行った講演会の後援。

(10)さまざ
まな人権問
題

市内の大学等と連携して実施する
ことで、市民にとって身近な心の
問題に触れることができた。

今後も大学や団体
等と連携し、取り
組む。

男女共同参画講演
会等の開催

人権・男女
共生課

〔目的〕広く市民に対して､男女共同参画社会の実
現をめざして､女性の地位向上のための啓発を図
る｡
〔概要〕著名人を招き､男女共同参画に関するテー
マで講演会を実施
〔実施日〕6月25日
〔対象者〕市民
〔参加者〕132人
〔テーマ〕「居場所」のない男、「時間」がない
女～共に幸せなときを過ごすために～
〔講師〕國學院大學経済学部教授
　　　　詩人・社会学者　水無田気流さん
〔場所〕男女共生センターローズWAM

(1)男女共
同参画

男女共同参画についての理解の促
進を図ることができた。

社会情勢や時代の
ニーズに合った内
容や講師を選定す
るなど、効果的な
講演会を継続して
実施する。

ローズＷＡＭ講座
等の開催

人権・男女
共生課

〔目的〕男女共同参画社会の実現をめざして､さま
ざまな機会を通して学習･啓発の充実を図る｡
〔概要〕各種講座を実施
〔実施日〕4月～3月
〔対象者〕市民
〔参加者〕8,677人
〔テーマ〕男女共同参画啓発､働く、暴力防止、
ワークライフバランス　ほか
〔場所〕男女共生センターローズWAM

(1)男女共
同参画

男女共同参画についての理解の促
進を図ることができた。

社会情勢や時代の
ニーズに合った内
容や講師を選定す
るなど、効果的な
講座を継続して実
施する。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

人権啓発講演会の
開催

人権・男女
共生課

〔目的〕市民の人権意識の高揚と人権が尊重される社会の実
現を図る｡
〔概要〕講師を招き､人権に関するテーマで講演会を実施
(1)豊川いのち・愛・ゆめセンター
〔実施日〕①６月17日②10月25日
〔対象者〕市民
〔参加者〕①31人②26人
〔テーマ〕①「みんなの学校」映画と講演会
②「部落差別解消推進法」は、今なぜ制定されたのでしょう
か？～その背景と意義を知り、基本認識と課題を理解・共有
しよう～
〔講師〕①木村泰子さん(大空小学校前校長)
②村井茂さん(大阪府人権協会相談役)
〔場所〕豊川いのち・愛・ゆめセンター
(2)沢良宜いのち・愛・ゆめセンター
〔実施日〕①1月26日②2月10日③2月23日
〔対象者〕市民
〔参加者〕①68人②81人③87人
〔テーマ(講師)〕
①部落差別解消推進法の施行と私たちの暮らし(大阪府人権
協会相談役) ②笑う門には福来る(上方落語協会所属　落語
家) ③性の多様性を考える(LGBT当事者支援団体)
〔場所〕沢良宜いのち・愛・ゆめセンター
(3)総持寺いのち・愛・ゆめセンター
〔実施日〕①8月16日②8月19日③3月23日
〔対象者〕市民
〔参加者〕①野村啓子さん(ボランティア)②田中康次郎さん
(ボランティア)③NPO法人QWRC(クォーク)
〔テーマ〕①戦争紙芝居②戦争被爆体験②性のあり方は人そ
れぞれ
〔講師〕①43人②15人③17人
〔場所〕総持寺いのち・愛・ゆめセンター

(10)さまざ
まな人権問
題

平成27年度以降、地域交流促進事
業として、外部の事業者へ委託す
ることで、参加者の増加につな
がっている。部落差別解消法やＬ
ＧＢＴに関するテーマなどの最新
の課題を取り上げることで、集客
につながった。

効果的な事業実施
に向けて、受託者
と連携を図る。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

「男女共生セン
ターローズＷＡＭ
事業概要」の発行

人権・男女
共生課

〔目的〕男女共同参画計画に基づく実施事業をと
りまとめ､今後の事業推進の資料とする｡
〔概要〕年間を通して､実施した講座や事業内容に
ついてまとめた冊子を発行
〔種別〕冊子
〔発行月〕7月
〔発行部数〕500部

(1)男女共
同参画

男女共生センターローズＷＡＭ事
業概要を作成し、関係団体などの
配布するなど、男女共同参画に関
する『事業を広く市民に周知する
ことができた。

より分かり易い冊
子を作成し、ロー
ズＷＡＭ事業への
親しみがもてるよ
う工夫する。

「男女共生セン
ターローズＷＡＭ
情報誌」の発行

人権・男女
共生課

〔目的〕男女共生センターローズWAMでの講座等を
情報発信し､男女共同参画社会への意識啓発とす
る｡
〔概要〕WAM通信を年1回発行
〔種別〕冊子
〔発行月〕１月
〔発行部数〕各12,000部

(1)男女共
同参画

WAM通信を作成し、男女共同参画に
関するトピック記事や講座等の情
報を発信することで、男女共同参
画社会への意識啓発となった。

社会情勢や時代の
ニーズに合った内
容を選定するとと
もに、手に取りた
いと思うような紙
面を作成し、より
効果的な啓発とな
るよう工夫する。

ごみ集積場所看板
に標語の印刷

環境事業課
ごみ集積場所看板に標語｢守ろう人権･許すな差別｣
を印刷し、人権啓発を図る。

(10)さまざ
まな人権問
題

啓発物により市民の人権に関する
認知度を高める効果がある。

継続して実施す
る。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

懸垂幕の掲出
人権・男女
共生課

･人権･平和に関する啓発
 ｢12月10日から16日は｢北朝鮮人権侵害問題啓発週
間｣です 【拉致】日本は見すてない｣
 ｢つながろう　ネットじゃなくて　心と心　人権
作品入選作｣
 ｢みんなで築こう 人権の世紀 12月4日～10日は人
権週間です｣
 ｢人権擁護宣言都市 茨木市｣
 ｢わがまちは非核平和で明るい暮らし｣

･男女共同参画に関する啓発
 ｢男女共同参画社会をめざそう!｣(6月中)
 ｢女性に対する暴力をなくす運動」(11月12日～11
月25日)

(10)さまざ
まな人権問
題

人権・平和に関する市の姿勢や考
え方を多くの市民に周知・啓発す
ることができた。

引き続き、継続的
に取り組む。

児童虐待防止に向
けた取組(児童虐
待防止推進月間)

子育て支援
課

大きな社会問題となっている、児童虐待の状況に
対して、広く市民に児童虐待防止の啓発を行うた
め、平成29年11月１日から30日まで、児童虐待防
止推進月間啓発マグネットシートを市公用車に貼
付け、市民参加によるオレンジリボンのツリーを
市役所本館、南館、合同庁舎、ローズWAM、中央図
書館の５か所に設置し、児童の福祉に関連する職
務に従事する職員にオレンジリボンを着用を依頼
した。

(2)子ど
も・若者の
問題

児童虐待に関する相談件数は依然
として増加傾向にあり、特に、子
どもの生命が奪われるなど、凄惨
な事件は後を絶たない。児童虐待
の問題は、社会全体が継続して取
り組む、重大な課題である。児童
虐待を未然に防ぐための、具体的
な数値目標を立てることは困難で
あるが、市民、関係団体、市職員
等に、関心と理解を得られる、企
画、事業展開を行うことができ
た。

児童虐待に関する
凄惨な事件は、後
を絶たず、社会に
与える影響も多大
である。平成30年
度も啓発活動を通
じて、児童虐待の
防止及び早期発見
に努める。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

啓発紙「虹のひろ
ば」の発行

人権・男女
共生課

〔目的〕市民の人権意識の高揚を図る。
〔概要〕茨木市人権啓発推進協議会が身近な人権
をテーマに、見やすい紙面に構成し発行する啓発
紙の作成に協力した。自治会加盟世帯に配布
〔種別〕啓発紙
〔発行日〕2月15日
〔発行部数〕87,000部

(10)さまざ
まな人権問
題

子どもの貧困問題に取組む団体か
らの寄稿や学校における多文化共
生の取組を特集とした。

配布方法を検討の
上、継続して実施
する。

　　②人権教育の充実

事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

広報｢いばらき｣の
発行

まち魅力発
信課

各課が所管する人権関連の記事を広報誌に積極的
に掲載し、市民の人権意識の啓発に努めた。

(10)さまざ
まな人権問
題

より多くの方々に広報｢いばらき｣
を読んでいただけるよう誌面作り
に工夫を重ねた。

今後も継続して各
課所管の人権啓発
記事を掲載する。

「男女共同参画情
報誌」の発行

人権・男女
共生課

小学生、中学生を人権・男女共同参画啓発カレン
ダーを配布した。
・小学１年生向け：HAPPY WORLD～笑顔がいっぱい
～
・中学１年生向け：Let's think!!～あなたの大切
なものは何ですか？～
〔発行数〕
小学１年生3,800部、中学１年生3,700部

(10)さまざ
まな人権問
題

市内の小学１年生、中学１年生に
配布するとともに、小中学校の各
教室にも掲示してもらい、通年を
通して、身の回りの様々な人権課
題に気づくきっかけづくりとなる
情報を提供することができた。

人権や男女共同参
画に関わる情報を
必要とする市民に
届くよう､今後も
発行形態や発行回
数､部数､配布方法
についてより効果
的な方法を検討す
る。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

生涯学習情報誌
「Ｎｅｘｔ Ｓｔ
ａｇｅ」の発行

文化振興課

市や市の関係団体、国・府の機関、市内大学・病
院が実施する人権講座等の生涯学習情報を、8月、
12月、平成30年4月に各4,300冊発行し、情報の周
知に努めた。

(10)さまざ
まな人権問
題

生涯学習情報を集約し、発信する
ことで、参加率が上昇している講
座もある。

今後もできる限り
多くの情報を集
約・発信し、参加
率の向上に努め
る。

「男女共同参画計
画実施状況報告
書」の発行

人権・男女
共生課

男女共同参画計画に基づく「男女共同参画計画実
施状況報告書」を作成し、公表した。
〔発行数〕50部
〔送付先〕関係課、関係機関、男女共同参画社会
推進登録団体など
〔公表方法〕市ホームページ、庁内ネットワーク
「いこ＠ねっと」

(1)男女共
同参画

男女共同参画計画実施状況報告書
を市ホームページで公表すること
により、広く市民に周知できた。

継続して実施す
る。

「地域情報誌
(紙)」の発行

人権・男女
共生課

〔目的〕いのち･愛･ゆめセンターで実施する各種
事業の周知や人権に関する情報を提供し､センター
の利用促進及び人権啓発を推進する｡
(1)豊川いのち・愛・ゆめセンター
①「ｉセンターだより」〔発行部数〕年２回、各
4,700部〔対象〕豊川中学校区
②地域情報誌「るーぷ豊川」〔発行部数〕年２
回、各4,700部〔対象〕豊川中学校区
(2)沢良宜いのち・愛・ゆめセンター
｢ｉセンターだより｣〔発行部数〕年４回、各6,000
部〔対象〕葦原小学校区
(3)総持寺いのち・愛・ゆめセンター
①「ｉセンターだより」〔発行部数〕年２回、各
10,500部〔対象〕三島中学校区
②地域情報誌「みしま」〔発行部数〕年２回、各
10,500部〔対象〕三島中学校区

(10)さまざ
まな人権問
題

紙面の充実のため、ローズWAMの担
当者との交流を図った。

効果的な情報発信
により、センター
利用者の増、人権
啓発を推進する。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

人権作品の募集及
び発表会の開催

学校教育推
進課

〔目的〕人権作品の制作を通して家族､友だち､仲
間等身近な人とのかかわりから自分の気持ちや行
動を振り返り､人権を大切にするメッセージを絵画
等に描く｡
〔概要〕人権を大切にするメッセージを描いた絵
画等を募集し､入選作の発表会を開催するととも
に､作品集1,700部を作成
〔場所〕生涯学習センターきらめき

(10)さまざ
まな人権問
題

人権学習のカリキュラムに位置付
けた取組として定着している。発
表会や作品集としてまとめること
により、制作した児童生徒が達成
感を味わうとともに、人権尊重の
メッセージを発信することができ
た。

人権学習のカリ
キュラムの一つと
して継続して実施
する。また、取組
みが滞ることのな
いよう、周知す
る。

人権作品募集及び
表彰の実施

人権・男女
共生課

〔目的〕市民に同和問題をはじめとする人権問題
を啓発し、人権尊重の精神の徹底を図る。
〔概要〕茨木市人権啓発推進協議会が①ポスター
②写真・映像③作文・詩④標語を募集
〔対象者〕15歳以上の市内在住・在学・在勤者
〔表彰日〕12月18日

(10)さまざ
まな人権問
題

たくさんの応募があり、標語が９
点、詩が１点、作文が２点、ポス
ターが８点入選した。

市民参加により人
権問題を啓発でき
る取組であること
から継続して実施
する。

　　③人権に関する学習機会の提供

事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

広報ビデオ・DVD
の貸出

まち魅力発
信課

各課で制作されたDVD･ビデオを市民に貸出をした｡
(1)男女共
同参画

年間で7件の貸出があったが、人権
に関連したDVD等は0件であった。

貸出件数の状況を
鑑み、事業の継続
について検討す
る。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

ローズＷＡＭシア
ターの開催

人権・男女
共生課

〔目的〕映像を利用した効果的な啓発により多く
の市民に男女共同参画について考えてもらう機会
を提供する｡
〔概要〕女性･男性の生き方､男女共同参画に関連
したテーマ
〔テーマ〕「最高の人生のはじめかた」「ポスト
マン」　他、人権や男女共同参画を題材とした映
画を上映
〔実施日〕毎月第３金曜日
〔場所〕男女共生センターローズWAM
〔参加者〕 1,829人

(1)男女共
同参画

映画を楽しむだけでなく、自分ら
しさや性別にとらわれないことを
テーマにした作品を上映すること
で、人権や男女共同参画を考える
きっかけとなった。

テーマや内容を工
夫し、継続して実
施する。

パネル展の開催
人権・男女
共生課

〔目的〕市民の人権意識の高揚を図るため､情報提
供を行う｡
〔概要〕いのち･愛･ゆめセンターで非核平和に関
するパネル展を開催
〔日時〕豊川・沢良宜8月7日～8月12日、総持寺8
月13日～8月18日

(10)さまざ
まな人権問
題

非核平和展と同時に、非核平和に
関するイベント（豊川ではおやつ
づくり、総持寺では、聞きとり学
習）を開催し、集客に効果があ
り、人権に関する学習機会の提供
を図ることができた。

見学者の増加を図
るため、周知方法
の検討やイベント
開催に取り組む。

男女共同参画推進
本部研修会の開催

人権・男女
共生課

男女共同参画推進本部研修会を開催した。
〔実施日〕平成30年２月15日
〔内容〕第１部「女性活躍を自分・組織・地域に
活かす」マッセおおさか「女性の活躍促進研究
会」研究員による発表
第２部「職員のキャリア形成と働き方改革」同研
究会指導員の永田潤子さんの講演
〔参加者〕87人

(1)男女共
同参画

毎年職員研修の一環として実施し
ており、様々な人権課題を学習
し、再確認する機会として有意義
な項目である。

研修会のテーマや
構成を工夫し、継
続して実施する。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

公民館における人
権学習会の開催

社会教育振
興課

〔目的〕人権意識の普及、高揚を図る。
〔概要〕学習会等を開催
〔対象者〕市民
〔場所〕各公民館・コミュニティセンター・各小
学校

(10)さまざ
まな人権問
題

各公民館の実情やニーズに応じた
取組を進めることができた。

各公民館で企画立
案運営しており、
引き続き現代的課
題・地域課題の解
決に向けた取り組
みを推進する。

社会教育振
興課(春日
丘公民館)

〔テーマ〕ネット問題、自分らしく生活するため
に
〔実施日〕１０月２８日
〔対象者〕市民
〔参加者〕５０人
〔場　所〕春日丘小学校

(8)イン
ターネット
を通じた人
権侵害

公民館の実情やニーズに応じ、取
組を進めることができた。

公民館で企画立案
運営しており、引
き続き現代的課
題・地域課題の解
決に向けた取り組
みを推進する。

社会教育振
興課(清溪
公民館)

〔テーマ〕対話で学び合う人権
〔実施日〕１月１４日
〔対象者〕市民
〔参加者〕４０人
〔場　所〕清溪公民館

(10)さまざ
まな人権問
題

公民館の実情やニーズに応じ、取
組を進めることができた。

公民館で企画立案
運営しており、引
き続き現代的課
題・地域課題の解
決に向けた取り組
みを推進する。

社会教育振
興課(東公
民館)

〔テーマ〕学校は誰のもの
〔実施日〕１月２１日
〔対象者〕市民
〔参加者〕２６人
〔場　所〕東小学校

(2)子ど
も・若者の
問題

公民館の実情やニーズに応じ、取
組を進めることができた。

公民館で企画立案
運営しており、引
き続き現代的課
題・地域課題の解
決に向けた取り組
みを推進する。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

社会教育振
興課(郡山
公民館)

〔テーマ〕むすびあい心がかよう地域の輪(人権落
語)
〔実施日〕２月１０日
〔対象者〕市民
〔参加者〕３２人
〔場　所〕郡山公民館

(10)さまざ
まな人権問
題

公民館の実情やニーズに応じ、取
組を進めることができた。

公民館で企画立案
運営しており、引
き続き現代的課
題・地域課題の解
決に向けた取り組
みを推進する。

社会教育振
興課(沢池
公民館)

〔テーマ〕スマホ・ネットに潜む最新の罠
〔実施日〕６月３日
〔対象者〕市民
〔参加者〕１３５人
〔場　所〕沢池小学校

(8)イン
ターネット
を通じた人
権侵害

公民館の実情やニーズに応じ、取
組を進めることができた。

公民館で企画立案
運営しており、引
き続き現代的課
題・地域課題の解
決に向けた取り組
みを推進する。

社会教育振
興課(耳原
公民館)

〔テーマ〕言葉の使い方(人権落語)
〔実施日〕２月１８日
〔対象者〕市民
〔参加者〕６０人
〔場　所〕耳原公民館

(10)さまざ
まな人権問
題

公民館の実情やニーズに応じ、取
組を進めることができた。

公民館で企画立案
運営しており、引
き続き現代的課
題・地域課題の解
決に向けた取り組
みを推進する。

社会教育振
興課(穂積
公民館)

〔テーマ〕スマホやネットに潜む危険
〔実施日〕６月１０日
〔対象者〕市民
〔参加者〕４１０人
〔場　所〕穂積小学校

(8)イン
ターネット
を通じた人
権侵害

公民館の実情やニーズに応じ、取
組を進めることができた。

公民館で企画立案
運営しており、引
き続き現代的課
題・地域課題の解
決に向けた取り組
みを推進する。

社会教育振
興課(白川
公民館)

〔テーマ〕笑う門には福来る(人権落語)
〔実施日〕２月２８日
〔対象者〕市民
〔参加者〕４５人
〔場　所〕白川公民館

(10)さまざ
まな人権問
題

公民館の実情やニーズに応じ、取
組を進めることができた。

公民館で企画立案
運営しており、引
き続き現代的課
題・地域課題の解
決に向けた取り組
みを推進する。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

生涯学習センター
講座の開催

文化振興課

子育てや健康の講座を通して、人権の大切さを学
ぶ講座を実施した。
(きらめき講座)1講座26人、年間30回、延544人
(市内大学連携講座)7講座292人、計836人

(10)さまざ
まな人権問
題

市内大学連携講座において人権を
テーマとした講座を設けることに
より、多くの方に学習機会を提供
することができた。

今後も継続して実
施する。

介護認定審査会委
員研修会の実施

長寿介護課
(介護保険
課)

〔目的〕審査会委員の人権意識の向上を図る｡
〔概要〕研修会を実施
〔実施日〕①5月20日(新規委員研修会)②1月25日
(市全体研修会)
〔対象者〕介護認定審査会委員
〔参加者〕①12人②53人
〔場所〕①大阪府医師会館②ローズワム

(3)高齢者
問題

公平･公正な審査判定が行えるよう
研修を実施しているが､参加率が低
いため、参加率を高めていく必要
がある。

参加率を高める工
夫をし、継続して
実施する。

小中学校管理職人
権教育研修の実施

学校教育推
進課

〔目的〕校長･教頭の人権尊重の精神･意識を高め
る｡
〔概要〕校長人権教育研修教頭人権教育研修
〔実施日〕4月27日、5月19日
〔対象者〕小中学校長・教頭
〔テーマ〕同和問題・セクシュアルハラスメント
〔講師〕黒田　浩嗣氏・池上　英明　氏

(10)さまざ
まな人権問
題

人権が尊重された学校づくり、人
権教育の推進について管理職の意
識を高めることができた。

講師との事前打ち
合わせにより、研
修の内容をより充
実させる。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

教職員研修会の開
催

学校教育推
進課

〔目的〕教職員の人権尊重の精神･意識の育成を図
る｡
〔概要〕人権教育研修A､B､C､D､人権教育研究会の
開催
〔実施日〕5月22日、6月22日、1月29日、2月20日
〔対象者〕小中教職員
〔講師〕西村　大樹氏、畑中　幸子氏、
畑中　幸子氏、田阪　佑樹　氏
〔場所〕茨木市教育センター

(10)さまざ
まな人権問
題

同和問題、集団づくり、男女平
等、在日外国人教育と様々な人権
課題に係る研修を実施し、教職員
の人権感覚を高めることができ
た。

参加者の意識を高
めるだけではな
く、各校での実践
によりつながる研
修内容を取り入れ
ていく。

小学校調理員･幼･
小･中校園務員研
修会の実施

教育政策課

［目　的］調理員・校園務員の人権尊重の精神・
意識の育成を図る
［概  要］研修会の開催
［実施日］８月４日・10日
［対象者］調理員・校園務員
［参加者］出席者数134名
［場　所］男女共生センターローズWAM
［テーマ］発達障がいってなあに？
［講　師］つむぎ塾　東村　剛志　氏

(4)障害者
問題

「発達障害」について、基礎から
研修することにより、発達障害に
ついての理解を深めることができ
た。また、事後アンケートを実施
し、質問等があれば講師と共有
し、その回答を参加者にフィード
バックすることで、さらに理解を
深めることができた。

全職員が参加でき
るよう研修日程に
ついて、検討す
る。また、偏りが
ないよう様々な人
権問題を研修の
テーマとして扱っ
ていく。

新転任教職員研修
の実施

学校教育推
進課

〔目的〕教職員の人権尊重の精神･意識の育成を図
る｡
〔概要〕研修会の開催
〔実施日〕6月21日
〔対象者〕新転任教職員
〔参加者〕112人
〔テーマ〕茨木市新転任人権教育研修会
〔講師〕指導主事
〔場所〕きらめきホール

(5)同和問
題

教職員の子ども理解を豊かにする
とともに、集団づくりや人権教育
の実践の大切さを伝えることがで
きた。

参加者が主体的に
学べるように研修
内容を精査する。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

支援教育研修会の
実施

教育セン
ター

支援教育についての理解を深めるとともに､指導
力･組織力の向上を図るため、市内教職員を対象に
支援教育研修を実施した。
・研修会(５月～２月に実施)計18回
　参加者　計627人
　講師　プール学院大学 教授 石塚 謙二 氏 等
　場所　茨木市教育センター

(4)障害者
問題

研修については、研修の講師及び
内容の精査に努め、回数について
見直しを行った。一回当たりの参
加人数は増加傾向である。支援学
級での指導に役立つ研修だけでは
なく、ユニバーサルデザインの授
業づくりなど通常の学級で活用で
きる支援教育関連研修を行うこと
ができた。

引き続き、教職員
のニーズを的確に
把握し、研修内容
の精選に取り組
む。また開催時期
が課題であり、学
校行事との重なり
をできるだけ避け
るように配慮す
る。

環境教育研修会の
開催

教育セン
ター

自然や環境に対する関心を培う教育を充実させる
ため､新任教職員対象に研修会を実施した。
・研修会　７月25日～26日に実施
　参加者　計72人
　講師　茨木市職員等
　場所　青少年野外活動センターほか

(10)さまざ
まな人権問
題

市内の自然や青少年野外活動セン
ターについての理解を深め、各小
学校で実施している自然体験学習
や校外学習等その他、教育活動に
活かすことができた。

引き続き、研修内
容を精選し、新任
教職員研修として
実施していく。

人権教育研修会の
実施

教育セン
ター

市内小中学校の人権教育推進に資するため、多様
な性のあり方について学ぶ人権教育研修を実施し
た。
・研修会　６月15日
　参加者　29人
　講師　にじいりらいと 代表 柳 淳也 氏
　場所　茨木市教育センター

(9)セク
シュアル・
マイノリ
ティ

セクシャル・マイノリティとされ
る児童生徒が相談しやすい環境を
整えるとともに、心情に配慮した
対応を行う必要性についての見識
を高めることができた。

教職員が当該児童
生徒によりきめ細
やかな対応ができ
るよう、今後も研
修を継続してい
く。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

幼稚園園長・教員
研修の実施

保育幼稚園
総務課

支援の必要な子どもの理解や支援のため、園長・
教諭・介助教諭を対象とした研修会を実施した。
・研修会：５月に実施
　参加者数：59名
　講師：梅花女子大学　伊丹　昌一　教授
　場所：茨木市役所

(2)子ど
も・若者の
問題

様々な立場で子どもに関わる職員
が、支援のために必要な子どもの
見方や具体的な支援について共通
認識が図られる機会となった。

今後も幼稚園で抱
える課題等につい
て、職員で共有・
検討できる場とし
てふさわしい研修
会を実施する。

保育士､幼稚園教
諭研修会の実施

保育幼稚園
総務課

安全意識の向上や防犯技術習得のため、保育
(園)、認定こども園、幼稚園の職員を対象に研修
会を実施した。
・研修会：５月実施
　参加者数：77名
　講師：茨木警察署防犯係
　場所：茨木市役所

(2)子ど
も・若者の
問題

昨年度より参加者が20名以上増加
しており、子どもにとって安全安
心な施設の在り方について、職員
の関心が高くなってきたと考え
る。

今後も必要な研修
や講習会の提供を
継続する。

保育所職員研修の
実施

保育幼稚園
総務課

人権保育研修　人権啓発推進を行った。
全職員対象　9回実施　参加者数307人

(2)子ど
も・若者の
問題

人権の気づきから、様々な子ども
の状況を理解できる研修を実施す
ることができた。

今後も人権保育を
推進する。

保育所職員研修の
実施②

保育幼稚園
総務課

配慮の必要な児童の理解や支援について、保育所
職員を障害児連続講座を実施した。
期間　5月～12月　9回のうち5回参加
参加人数　209人
講師関西福祉科学大学加藤美朗氏

(2)子ど
も・若者の
問題

乳幼児期の児童の人格や個性が尊
重され、成長・発達を保障するた
め、支援者が共通認識を持って支
援するための機会となった。

一人一人の児童を
理解し、具体的に
支援方法を学べる
研修となるように
努める。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

子育て支援課職員
等研修会の実施

子育て支援
課

各種研修の実施
対象者　託児担当員、一時保育臨時職員、ファミ
リーサポートセンター会員、地域拠点事業スタッ
フ等
【目的】子育て支援に関わる臨時職員等に対し
て、人権問題の正しい理解と認識を培い、意識の
変革を促し、差別をなくす意欲と実践力を高め
る。
【実施日】６月26日(金)、９月1日(金)
【テーマ】人権・守秘義務
【参加人数】73人
【講師】大阪大谷大学教育学部　教育学科准教授
井上　寿美先生
【場所】男女共生センター　ローズＷＡＭ

(2)子ど
も・若者の
問題

平成29年度から、他の子育て支援
事業の職員等と一時保育臨時職員
の研修を合わせて実施しており、
研修の実施は定着してきている。
子育て支援に関わる職員として、
差別をなくす意欲と実践力の向上
につながっている。

継続して実施。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

障害者・高齢者虐
待防止ネットワー
ク連絡会研修会の
開催

相談支援課
(障害福祉
課)

〔目的〕障害者虐待の防止、障害者の養護者に対
する支援等に関する法律(平成23年法律第79号)第
35条及び高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対
する支援等に関する法律(平成17年法律第124号)第
16条の規定に基づき、関係機関の連携協力体制を
整備することにより、養護者等による虐待の防
止、養護者等による虐待を受けた障害者、高齢者
の保護及び養護者に対する支援を推進すること。
〔概要〕関係機関による現状認識と意見交換
〔実施日〕1月30日
〔対象者〕関係機関
〔参加者〕88人
〔テーマ〕養護者による障害者・高齢者虐待対応
〔講師〕社会福祉士　高橋　眞理子　氏
〔場所〕市役所

(4)障害者
問題

障害者や高齢者に対する虐待の防
止などに関して、関係機関間で現
状認識などの共有を図ることがで
きた。

関係機関との連携
を強化するため、
継続して実施す
る。

認知症サポーター
養成講座の実施

相談支援課
(高齢者支
援課)

認知症への理解を深めるための普及・啓発を行っ
た。
・回数：74回
　養成数：3,580人

(3)高齢者
問題

地域住民や介護事業所を中心に、
認知症への理解を深めることがで
きた。

受講が少ない小中
学生等の若年層や
商店等に対し、受
講勧奨を行い、よ
り幅広く普及・啓
発を図る。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

非核平和展の開催
人権・男女
共生課

〔概要〕業者委託により、テーマを定めてパネル
展示や模型など工夫を凝らした平和展を開催
〔実施日〕8月1日～8月6日
〔来場者数〕　1,923人
〔テーマ〕戦争で命を奪われた動物たち
〔場所〕中央図書館･市役所本館

(10)さまざ
まな人権問
題

毎年テーマを変えながら実施して
おり、市民に戦争の悲惨さや平和
の尊さを今一度考える機会を提供
することができた。

平和展の内容を精
査しながら引き続
き実施する。

人権講演会の開催
人権・男女
共生課

〔目的〕人権意識の普及・高揚を図る。
〔概要〕茨木市人権センターによる講演会を実施
〔実施日〕6月2日
〔対象者〕市民
〔参加者〕63人
〔テーマ〕部落差別解消推進法制定の意義と課題
〔講師〕村井茂さん(一般財団法人　大阪府人権協
会代表理事)
〔場所〕福祉文化会館302号室

(5)同和問
題

前年度より人数が少なかった。啓
発の推進のためさらに参加者を増
やす必要がある。

タイムリーな人権
課題をテーマに継
続して実施する。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

人権を考える市民
のつどいの開催

人権・男女
共生課

〔目的〕人権意識の普及・高揚を図る。
〔概要〕12月4日から10日までの「人権週間」にあ
わせて、著名人を招き、茨木市人権センターや教
育委員会と共催で講演会を実施
〔実施日〕12月18日
〔対象者〕市民
〔参加者〕461人
〔テーマ〕①夢と絆～北朝鮮での24年間、そして
今～②アカペラコンサート
〔講師〕①蓮池薫さん(新潟産業大学経済学部准教
授)②PYLON(パイロン)
〔場所〕市民総合センター(クリエイトセンター)
センターホール、302、303号室

(10)さまざ
まな人権問
題

前年度より参加者数が大幅に上回
り広く人権に対する意識の向上が
図られた。

タイムリーな人権
課題をテーマに継
続して実施する。

人権バスツアーの
開催

人権・男女
共生課

〔目的〕人権に関する施設や地域を訪れることに
より、人権意識の向上をめざす。また人権問題へ
の関心を持ってもらう機会とする。
〔概要〕茨木市人権センターによる人権関係施設
等の現地研修
〔実施日〕9月27日
〔対象者〕市民
〔参加者〕80人
〔内容〕水平社博物館、般若寺(コスモス寺)、旧
奈良少年刑務所

(5)同和問
題

参加者数が前年度より上回り大い
に人権に対する意識の向上が図ら
れた。

人権に関する施設
等の情報収集を行
い、継続して実施
する。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

親子人権バスツ
アーの開催

人権・男女
共生課

〔目的〕人権に関する施設や地域を訪れることに
より、人権意識の向上をめざす。また人権問題へ
の関心を持ってもらう機会とする。
〔概要〕茨木市人権センターによる人権関係施設
等の現地研修
〔実施日〕8月18日
〔対象者〕市内在住の小学生以上の子どもと親
〔参加者〕28人
〔場所〕京(みやこ)エコロジーセンター、京都市
市民防災センター

(10)さまざ
まな人権問
題

前年度と比較して参加者数は微増
したが、啓発の推進のためさらに
参加者を増やす必要がある。

親子、特に子ども
が興味を持つ人権
課題をリサーチ
し、継続して実施
する

市民人権講座の開
催

人権・男女
共生課

〔目的〕市民の人権意識向上に向け、昼間の啓発
に参加しにくい市民を対象とした人権講座を開催
する。
〔概要〕茨木市人権センターによる夜間での人権
講座の実施
〔実施日〕①7月28日②8月30日③9月20日
〔対象者〕市民
〔参加者〕①9人②6人③5人
〔テーマ〕①セクシュアルマイノリティーを知る
～みんながいきやすい社会・学校をめざして～②
高齢者虐待の現状と課題③薬物依存問題の理解と
支援に向けて
〔講師〕①れんさん(NPO法人QWRCスタッフ)②水上
然さん(神戸学院大学総合リハビリテーション社会
リハビリテーション学科准教授)③加藤武士さん
(NPO法人アパリ木津川ダルク代表)
〔場所〕市役所合同庁舎6階人権図書閲覧室

(10)さまざ
まな人権問
題

参加者数が少なかった。啓発の推
進のためにさらに参加者を増やす
必要がある。

タイムリーな人権
課題をテーマに継
続して実施する。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

人権啓発研修会の
開催

人権・男女
共生課

〔目的〕人権啓発を推進する人材の育成

〔概要〕茨木市人権啓発推進協議会による人権を
テーマにした研修会
〔実施日〕①10月24日②11月2日③13日
〔対象者〕市民
〔参加者〕①29人②22人③34人
〔テーマ〕①一人も見捨てへん教育・茨木っ子グ
ローイングアッププランがめざすもの②障害・ヘ
イト・部落差別解消　人権三法について考える③
子どもの貧困を考える～ホントなのか、ナゼなの
か、ナニができるのか？
〔講師〕①大池輝暢さん(学校教育推進課職員)/西
村木綿子さん(スクールソーシャルワーカー)②人
権センター職員③西田芳正さん(大阪府立大学教
授)
〔場所〕市民総合センター(クリエイトセン
ター)303号室

(10)さまざ
まな人権問
題

前年度より講座の回数が増えたの
で比較はできないが、テーマに
よっては大幅に参加者が増えた
テーマや参加者が若干減ったテー
マの講座があった。啓発の推進の
ためさらに参加者を増やす必要が
ある。

タイムリーな人権
課題をテーマに継
続して実施する。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

茨木市人権教育夏
季研究集会(市民
啓発分科会)の開
催

人権・男女
共生課

〔目的〕地域で進める人権教育の取り組みについ
てともに考える。
〔概要〕茨人研等と共催、教育委員会の後援によ
り茨木市人権啓発推進協議会（茨人研等と共催、
教育委員会の後援）による草の根の人権啓発の報
告会
〔実施日〕７月24日
〔対象者〕市民
〔参加者〕64人
〔テーマ〕①畑田小学校区人権啓発推進委員会か
らの実践報告②安心に暮らせる地域活動を考える
～三島地域での実践～
〔講師〕①川西一一さん(畑田小学校区人権啓発推
進委員会)
長)②北場好信さん(NPO法人　M-CAN　三島コミュ
ニティ・アクションネットワーク)
〔場所〕茨木市立男女共生センターローズWAM501
号､502号

(10)さまざ
まな人権問
題

参加者が前年度と比べ若干減少し
た。啓発の推進のためさらに参加
者を増やす必要がある。

地域での人権問題
に取組む実践報告
を掘り起こし継続
して実施する。

人権問題啓発研修
の開催

農とみどり
推進課

〔目的〕農協及び農業団体の職員等の人権意識の
高揚を図る｡
〔概要〕市及び茨木市農業協同組合による人権問
題啓発研修会の実施
〔対象者〕農協職員及び農業関係団体会員
〔参加者〕43名
〔テーマ〕部落差別解消推進法について
〔場所〕JA茨木市本所

(5)同和問
題

農協等を中心に、人権意識の高揚
を図る機会とすることができた。

開催時期、時間帯
や曜日等を検討
し、継続して実施
する。

人権問題研修会の
開催

保健医療課 大学でのゲートキーパー養成研修を実施。
(10)さまざ
まな人権問
題

学生や職員が、身近に悩みをかか
える人がいた時の、気づきや対応
について考える機会になった。

継続して実施す
る。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

人権教育冬季研究
集会の開催

学校教育推
進課

〔目的〕市内幼･小･中学校園における人権教育の
取組みを交流し､研究協議をすることで､実態課題
を明らかにし､人権教育をより広げ深める｡
〔概要〕市内幼･小･中学校園における人権教育の
取組の交流と研究討議
〔実施日〕2月7日
〔対象者〕幼小中教職員
〔場所〕茨木小学校

(10)さまざ
まな人権問
題

市内幼小中学校における人権教育
の取組を通して交流し、研究討議
することで、各幼小中学校の取組
みの達成状況を確認することがで
きた。

参加者、共同研究
者からのアンケー
トにより、その意
見を研修会の内容
等に反映する。

青年による人権啓
発事業

社会教育振
興課

様々な人権問題の解決をめざし､人権啓発事業の実
施を通じて､青年たちの自主性･主体性の育成を図
るため、公募の市民(青年)による実行委員会によ
り啓発事業を行った。
〔実施日〕2月10日
〔参加者〕37人
〔テーマ〕知ることが“和”につながる
～部落問題の歴史～
〔講師〕桃山学院大学名誉教授
　　　　　寺木伸明　氏
〔場所〕男女共生センターローズＷＡＭ

(2)子ど
も・若者の
問題

やわらかい印象の広報物を作成
し、大学へのポスター掲示等広報
活動を試みたが、当日の気象状況
もあって参加者は昨年度より減少
した。被差別部落の根源や、排他
的社会の成り立ちを知り、部落差
別解消推進法について周知するこ
とができた。

タイムリーで魅力
あるテーマの選定
を行うとともに、
広報活動の工夫に
より参加者増に努
める。

　　④就労の場における人権文化の醸成

事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

懸垂幕の掲出 商工労政課

〔目的〕雇用に関する啓発を行い、理解を深め
る。
〔概要〕６月は就職差別、９月は障害者雇用、10
月は高年齢者雇用に関する啓発のため、懸垂幕を
掲出する。

(10)さまざ
まな人権問
題

公正採用選考や障害者雇用の促進
等、雇用に関する事柄について、
周知・啓発をすることができた。

今後も継続して実
施し､啓発に努め
る。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

就職差別撤廃月間
街頭啓発の実施

商工労政課

〔目的〕就職差別撤廃月間にあわせて､就職差別の
撤廃を訴えることにより意識の向上を図る｡
〔概要〕啓発物品2,000個を配布した。
〔実施日〕６月１日
〔参加者〕20人
〔場所〕阪急茨木市駅前及びJR茨木駅前

(10)さまざ
まな人権問
題

就職差別の撤廃・公正採用選考に
関し、啓発をすることができた。

今後も継続して実
施し､啓発に努め
る。

障害者の手づくり
作品展示会の開催

障害福祉課

障害者週間にあわせて､障害福祉サービス事業所等
による自主製品の展示及び販売を行うことにより､
障害者問題への理解をはかるとともに､障害福祉
サービス事業所等の売上向上に寄与する。
〔実施日〕①11月28日～12月３日(展示のみ)、②
12月５日～12月８日(展示販売)
〔参加者〕①1,710人、②965人
〔場所〕①中央図書館、②市役所

(4)障害者
問題

例年、市役所のみでの開催であっ
たが、中央図書館と２会場での開
催に拡充し、前年比2.5倍以上の参
加を得ることができた。

引き続き､より効
果的な開催方法を
検討しながら実施
する。

労働講座の開催 商工労政課

〔目的〕労働関係の安定を図り､誰もが働きやすい
活力ある地域づくりに資する｡
〔概要〕本市を始めとした三島地域の4市1町が共
同して労働講座を開催した。
〔実施日〕10月25日
〔対象者〕労働者､市民､企業関係者
〔参加者〕20人
〔場所〕茨木市福祉文化会館202号室

(10)さまざ
まな人権問
題

平成28年度と比較して参加者数は
微増したが、より広く啓発するた
め、さらに参加者を増加させる必
要がある。

啓発を推進するた
め、テーマ設定、
打ち出し方等の見
直しを行う。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

事業主への啓発推
進

商工労政課

〔目的〕雇用や職場環境に関する啓発を行い、理
解を深める。
〔概要〕６月は就職差別、９月は障害者雇用、10
月は高年齢者雇用と働きやすい職場づくりをテー
マにしたリーフレットを作成し、市内事業所(約
1,100事業所)へ送付した。
また、職場における人権問題、障害者雇用の推
進、働きやすい職場づくりをテーマにしたセミ
ナーを開催した。
〔実施日〕①人権問題企業研修６月29日②障害者
雇用支援セミナー９月14日③働きやすい職場づく
りセミナー１月22日
〔参加者〕①52人②45人③44人
〔場所〕①・③茨木市福祉文化会館202号室②ハ
ローワーク茨木会議室

(10)さまざ
まな人権問
題

セミナーの参加者数が前年度を上
回り、啓発の充実が図られた。

啓発を推進するた
め、テーマ設定、
打ち出し方等の見
直しを行う。

指定管理者の社内
人権研修の促進

政策企画課
(関係各課)

〔目的〕市施設を管理する指定管理者には高い人
権意識が必要なことから､組織内での人権啓発を推
進する｡
〔概要〕業務仕様書(例)に職員への人権意識の向
上を明記する｡また､実施状況の報告を求める｡
〔対象者〕本市指定管理者

(10)さまざ
まな人権問
題

年に1,2回程度の人権研修を行い、
指定管理者社員（職員）の意識向
上を図ることができた。

継続して実施す
る。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

業務委託業者の社
内人権研修の促進

契約検査課
業務の入札時に人権問題研修の実施状況を評価(加
点)する｡また､契約書(例)に人権啓発研修の実施を
明記する｡

(1)男女共
同参画

市の業務を受託する業者職員には
高い人権意識が必要なことから､引
き続き人権啓発を促進する｡

継続して実施す
る。

給食材料納入業者
への啓発推進

保育幼稚園
総務課

〔目的〕給食材料等納入業者には高い人権意識が
必要なことから、組織内での人権啓発を推進す
る。
〔概要〕保育に関する人権意識向上研修
〔対象者〕本市登録業者・委託業者

(2)子ど
も・若者の
問題

継続して実施することで、子ども
の人権に関する理解を深めること
に繋がっている。

より具体的な内容
も取り入れなが
ら、人権に関する
意識を高めてい
く。

市登録業者への人
権啓発推進

商工労政課
人権・男女
共生課

〔目的〕雇用や職場環境に関する啓発を行い、理
解を深める。
〔概要〕６月は就職差別、９月は障害者雇用、10
月は高年齢者雇用と働きやすい職場づくりをテー
マにしたリーフレットを作成し、市内事業所(約
1,100事業所)へ送付した。
また、職場における人権問題、障害者雇用の推
進、働きやすい職場づくりをテーマにしたセミ
ナーを開催した。
〔実施日〕①人権問題企業研修６月29日②障害者
雇用支援セミナー９月14日③働きやすい職場づく
りセミナー１月22日
〔参加者〕①52人②45人③44人
〔場所〕①・③茨木市福祉文化会館202号室②ハ
ローワーク茨木会議室

(10)さまざ
まな人権問
題

セミナーの参加者数が前年度を上
回り、啓発の充実を図ることがで
きた。

啓発を推進するた
め、テーマ設定、
打ち出し方等の見
直しを行う。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

茨木地区人権推進
企業連絡会への支
援

商工労政課

〔目的〕公正採用選考人権啓発推進員制度の円滑
な推進をはかり、企業従業員の人権啓発の充実と
就職の機会均等に資する。
〔概要〕推進員研修や､関係団体との連携･交流等
により、企業における人権問題の解決､人権啓発に
取り組む｡
〔実施日〕①推進員研修　７月26日他５回②従業
員研修　９月１日他１回
〔参加者〕①111人　②43人
〔場所〕①②茨木市福祉文化会館ほか

(10)さまざ
まな人権問
題

推進員研修、従業員研修ともに参
加者数が増加し、啓発の推進を図
ることができた。

さらに啓発を推進
するため、テーマ
設定、開催日時等
の見直しを行う。

　　⑤地域における人権文化の醸成

事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

社会を明るくする
運動「市民大会」
の開催

地域福祉課
(福祉政策
課)

〔目的〕広く市民に対して､非行や犯罪のない明る
い社会の実現をめざして啓発を図る。
〔概要〕｢更生保護の日｣である7月1日からの1か月
を強調月間とする取組みとして､著名人を招き､講
演会を実施
〔実施日〕7月8日(土)
〔対象者〕どなたでも
〔参加者〕350人程度
〔テーマ〕獄窓記～獄中生活420日から見えてきた
もの～
〔講師〕山本　譲司　氏
〔場　所〕茨木市市民総合センター

(10)さまざ
まな人権問
題

社会を明るくする運動茨木市推進
委員会構成団体において、人権に
対する理解の向上につながった。

継続して実施す
る。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

懸垂幕の掲出 障害福祉課
障害者に関する啓発
｢12月3日～9日は障害者週間“共に生きる社会をめ
ざして"｣

(4)障害者
問題

多くの市民が懸垂幕を目にするこ
とにより、障害者問題についての
市民の理解と認識の啓発に繋がっ
た。

引き続き､継続的
に取り組む。

懸垂幕の掲出
保健医療課 自殺予防週間・自殺予防月間において、市役所に

横断幕を掲揚。

(10)さまざ
まな人権問
題

広く啓発活動を行うことができ
た。

継続して実施す
る。

懸垂幕の掲出
子育て支援
課

児童虐待防止に関する啓発のため、平成29年11月
１日から30日まで、懸垂幕を掲出した。

(2)子ど
も・若者の
問題

広く啓発活動を行うことができ
た。

掲出期間の長短は
あるが、継続して
実施する。

懸垂幕の掲出
社会教育振

興課
青少年健全育成運動の啓発内容を検討するため掲
出を見送った。

(2)子ど
も・若者の
問題

青少年健全育成運動の啓発内容を
広報紙で周知した。

30年度以降の青少
年健全育成運動の
啓発に向け、準備
を行う。

懸垂幕の掲出
地域福祉課
(福祉政策
課)

〔目的〕各種媒体を利用した効果的な啓発により
人権意識の向上を図る｡
〔概要〕本庁庁舎壁面を利用した各種懸垂幕によ
り啓発に努める｡
･社会を明るくする運動の啓発
 ｢社会を明るくする運動強調月間｣

(10)さまざ
まな人権問
題

人権に対する理解と意識の啓発に
つながった。

継続して実施す
る。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

懸垂幕の掲出
相談支援課
(高齢者支
援課)

世界アルツハイマー月間にあわせ懸垂幕を掲出
し、市民へ周知を行った。

(3)高齢者
問題

広く周知することができたが、効
果として期待していた相談件数
は、ほぼ横ばいであった。

早期発見・早期対
応の必要性を周知
するとともに、認
知症初期集中支援
チームの介入効果
についても市民に
理解してもらう取
組みが必要であ
る。

非核平和街頭啓発
の実施

人権・男女
共生課

〔目的〕非核平和都市宣言の主旨に則り､核兵器の
廃絶を願い､戦争の悲惨さ､平和を守る尊さを訴え
る｡
〔概要〕啓発物品3,900個を配布
〔実施日〕8月9日
〔場所〕阪急茨木市駅前､JR茨木駅前
〔参加者〕　49人

(10)さまざ
まな人権問
題

街頭啓発にすることで、広く市民
に啓発活動を行うことができた。

今後も継続して実
施し、啓発に努
め、非核平和の意
識を高める。

人権週間街頭啓発
の実施

人権・男女
共生課

〔目的〕人権週間にあわせて､人権意識の高揚を訴
えることにより意識の向上を図る｡
〔概要〕啓発物品を配布
〔実施日〕12月1日
〔場所〕阪急茨木市､JR茨木駅前
〔参加者〕30人

(10)さまざ
まな人権問
題

人権週間にあわせた街頭啓発にす
ることで、広く市民に啓発活動を
行うことができた。

今後も継続して実
施し､啓発に努め
る。

- 29 -



事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

茨木市虐待防止街
頭キャンペーン

子育て支援
課 人権・
男女共生課
相談支援課
(障害福祉
課 高齢者
支援課)

〔目的〕児童、女性、障害者、高齢者への虐待･暴
力の根絶に向けて市民の気づきや理解の促進を図
るとともに、相談窓口の周知と通報の協力を得
る。
〔概要〕｢虐待防止啓発チラシ｣や｢啓発グッズ｣合
計4,000個を茨木市、茨木市要保護児童対策地域協
議会、茨木市DV防止ネットワーク連絡会、障害者･
高齢者虐待防止ネットワーク連絡会とともに配布
〔実施日〕11月7日
〔場所〕阪急茨木市駅前、ＪＲ茨木駅前

(10)さまざ
まな人権問
題

平成28年度と同様に取り組みを継
続し、広く市民に啓発活動を行う
ことができた。
配布時間帯を少し早めたが、特に
問題なかった。

継続して実施す
る。

「児童虐待防止」
街頭啓発キャン
ペーン(児童虐待
防止推進月間)

子育て支援
課

〔目的〕大きな社会問題となっている児童虐待の
状況に対して、広く市民に児童虐待防止の啓発を
行う。
〔概要〕要保護児童対策地域協議会の実務者が啓
発グッズを配布
〔実施日時〕11月10日・15日 各午前11時～正午
〔場所〕イオン茨木ショッピングセンター（10
日）、茨木阪急本町通商店街（15日)
〔参加者〕13人程度

(2)子ど
も・若者の
問題

商業施設の前や商店街など、人通
りの多い場所でキャンペーンを実
施することで、広く啓発活動の意
義を浸透させることができた。

継続して実施す
る。

民間団体等への人
権教育･啓発

人権・男女
共生課
(関係各課)

〔目的〕民間のあらゆる部門における人権教育･啓
発の取り組みを促す｡
〔概要〕講師の派遣･紹介や研修教材の提供等の支
援をする｡

(10)さまざ
まな人権問
題

講師派遣等することで、人権教育･
啓発の取り組みを支援することが
できた。

継続して実施す
る。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

茨木市民生委員児
童委員協議会研修
会の開催

地域福祉課
(福祉政策
課)

〔目的〕委員相互が連携を深めるとともに､研修を
通じて知識・技能の向上を図る｡
〔概要〕研修会等を通じて､委員の知識・技能の向
上を図る｡

(10)さまざ
まな人権問
題

民生委員・児童委員に人権に関す
る理解が向上した。

継続して実施す
る。

茨木地区更生保護
女性会研修会の開
催

地域福祉課
(福祉政策
課)

〔目的〕会員相互が連携を深めるとともに､研修を
通じて知識・技能の向上を図る｡
〔概要〕研修会等を通じて､会員の知識・技能の向
上を図る｡

(10)さまざ
まな人権問
題

更生保護女性会会員に人権に関す
る理解が向上した。

継続して実施す
る。

(社福)茨木市社会
福祉協議会研修会
の開催

地域福祉課
(福祉政策
課)

〔目的〕誰もが安心して暮らせるまちをつくるた
め､地域社会の福祉の増進を図る｡
〔概要〕地域住民や福祉団体､施設､関係機関の連
絡･調整を行う｡

(10)さまざ
まな人権問
題

茨木市社会福祉協議会において、
人権に関する理解が向上した。

継続して実施す
る。

茨木地区保護司会
研修会の開催

地域福祉課
(福祉政策
課)

〔目的〕保護司相互が連携を深めるとともに､研修
を通じて知識・技能の向上を図る｡
〔概要〕研修会等を通じて､保護司の知識・技能の
向上を図る｡

(10)さまざ
まな人権問
題

保護司会会員に人権に関する理解
が向上した。

継続して実施す
る。
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　（２）人権教育・啓発に取り組む
指導者の養成

　　①指導者・ボランティアの育成

事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

社会教育関係団体
等リーダー研修会
の開催

社会教育振
興課

社会教育関係団体の指導者の人権尊重意識の高揚
を図るため、リーダーの役割や団体の役割につい
て考える研修会を開催した。
〔実施日〕①11月13日、②12月７日
〔参加者〕①31人、②41人
〔テーマ〕
　①子育てのウソ？ホント？～多世代コラボ子育
て～
　②子どもの心に届く～大人のよりよい関わり方
～
〔講師〕女性ライフサイクル研究所フェリアン
副所長　津村　薫
〔場所〕男女共生センターローズＷＡＭ

(10)さまざ
まな人権問
題

平成29年度から実施場所を変更す
るとともに、参加対象についても
社会教育関係団体に限らずテーマ
に関心がある市民に拡大したこと
で、参加者数は増加した。子ども
世代とのコミュニケーションのコ
ツを学び、地域で子どもを見守る
ことの大切さについて理解を深め
ることができた。

「社会教育関係団
体として身に着け
ていただきたい問
題意識・教養」で
ある「社会の要
請」という視点も
忘れず、バランス
の良いテーマを選
定し、継続して実
施する。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

人権問題研修の実
施

人事課

〔目的〕豊かな人権感覚が求められる市職員とし
て､特に必要と考えられる人権問題に関する本質的
な認識を深め､日常においても人権の視点に立った
職務遂行に必要な人権感覚と知識水準の向上を図
る｡
〔概要〕全職員を対象とした人権問題研修を毎年
実施し､職員は3年に1回､興味あるテーマの研修を
受講している｡特に近年は､高齢者･子どもの人権､
パワーハラスメント､男女共同参画社会の構築､自
殺問題等､できる限り研修内容の選択肢を広げ､各
職員自らの自己啓発意欲向上に資することができ
るよう工夫を凝らしている｡
〔実施日〕２月９日～２月26日(計８回)
〔対象者〕全職員
〔参加者〕349人
〔テーマ講師〕
①わたしからはじまる人権(大阪府人権協会 柴原
浩嗣)②多民族・多文化の共生社会の構築と外国人
の人権(たんぽぽ総合法律事務所　丹羽雅雄)③パ
ワーハラスメントの防止のために(株式会社ミライ
アル　藤原寛子)④認知症の理解について(社会福
祉法人　慶徳会　山田健一郎)⑤LGBTを知る(ＮＰ
Ｏ法人ＱＷＲＣ　近藤由香）⑥自殺防止のために
（一般財団法人　人権協会　澤井登志)⑦視覚障害
への理解を深める(茨木市視覚障害者福祉協会　宮
林幸子)⑧こどもの人権を考える(公益社団法人子
ども情報研究センター 小谷訓子)
〔場所〕市役所

(10)さまざ
まな人権問
題

人権問題研修を毎年実施してお
り、職員の定期的受講により、人
権意識の向上につながっている。

継続して実施する
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

障害者差別解消法
推進研修の実施

人事課

〔目的〕障害者差別解消法の内容の理解を深め、
行政に求められる合理的配慮及びユニバーサル
サービスについて学習し、知識・技能の向上を図
る。
〔概要〕障害者差別解消法で求められることや合
理的配慮についての講義
〔実施日〕７月21日
〔対象者〕新任課長級職員、新任係長級職員、新
規採用職員等
〔参加者〕98人
〔テーマ〕障害者差別解消法、合理的配慮、ユニ
バーサルサービス
〔講師〕ＦＰＭ-α　三好　美穂子
〔場所〕市役所

(10)さまざ
まな人権問
題

新たに管理職や職員となる初年度
に人権問題について再認識するこ
とは、今後の職務遂行等につなが
るものと考える。

継続して実施する

階層別研修の実施 人事課

〔目的〕新任係長級職員として､様々な人権問題に
ついての認識を深めるとともに､行政に携わる者と
しての強い使命感を養い､さらに､人権の視点に
立った職務の遂行と部下の育成に資する｡
〔概要〕グループワークを取り入れた講義
〔実施日〕５月17日
〔対象者〕新任係長級職員
〔参加者〕29人
〔テーマ〕セクシュアル･ハラスメント及びパ
ワー･ハラスメントについて
〔講師〕人権･男女共生課男女共生センター所長
〔場所〕市役所

(10)さまざ
まな人権問
題

新任係長級を対象に毎年実施して
おり、管理職となる初年度に人権
問題について再認識することは、
今後の職務遂行等につながるもの
と考える。

継続して実施する

- 34 -



事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

新規採用予定職員
の事前研修の実施

人事課

〔目的〕人権問題を正しく理解し､民主的な社会の実現の
ために努力する自覚と責任感の涵養を図る｡
〔概要〕障害者､男女共生､在日外国人､同和問題など様々
な人権問題の現状を知り､それらの課題を自分の身の周り
のものへと引き寄せて考えることによって､人権問題を正
しく理解するとともに､身近なものとする感覚を養い､市
職員として必要な人権知識･感覚の涵養を図る｡

新規採用職員研修
〔実施日〕4月6日
〔対象者〕新規採用職員
〔参加者〕40人
〔テーマ〕人権問題研修
〔講師〕人権･男女共生課参事
〔場所〕竜王山荘
新規採用職員事前研修
〔実施日〕平成30年3月9日
〔対象者〕平成30年度新規採用予定職員
〔参加者〕57人
〔テーマ〕人権問題研修
〔講師〕人権･男女共生課参事
〔場所〕市役所

(10)さまざ
まな人権問
題

新規採用予定者へ研修を実施する
ことで、公務員として必要な人権
知識と感覚の修得につながるもの
と考える。

継続して実施する
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

臨時職員研修の実
施

人事課

〔目的〕豊かな人権感覚が求められる市職員とし
て､特に必要と考えられる人権問題に関する本質的
な認識を深め､日常においても人権の視点に立った
職務遂行に必要な人権感覚と知識水準の向上を図
る｡
〔概要〕人権問題研修や各研修会･講演会に職員と
共に参加

(10)さまざ
まな人権問
題

人権問題研修を実施することで、
人権意識の向上につながってい
る。

継続して実施する

庁内報による啓発 人事課

〔目的〕行政に携わる者としての自覚のもと積極
的に人権問題を学び認識を深め､職場内､職員間で
人権に対する配慮が十分になされているか見つめ
なおす｡
〔発行日〕未実施

(10)さまざ
まな人権問
題

実施方法を検討する 継続して実施する

職場内研修の実施 人事課

〔目的〕各職場において職員の意識改革を促し､職
員一人ひとりの高い問題意識を育成する｡
〔概要〕職場共通の課題を抽出し､全員で課題解決
に取り組む意欲や職場の連帯感の高揚を図る｡
〔実施日〕平成29年4月～平成30年３月
〔対象者〕職場単位
〔参加者〕約725人
〔場所〕各課会議室等

(10)さまざ
まな人権問
題

継続して実施する 継続して実施する
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

生活保護現業員研
修会の実施

生活福祉課

(目的)人権が尊重される社会の実現にかかわりの
深い生活保護現業員を中心に、法律関係、医学関
係など専門的な認識を深め、職員の知識・技能の
向上を図る。
(概要)専門家を招いて研修会を実施
(実施日)平成30年２月13日
(対象者)生活福祉課職員
(参加者)40人
(テーマ)依存症の基礎知識
(講師)新阿武山クリニック　平野 建二　氏

(10)さまざ
まな人権問
題

専門家による研修会を実施するこ
とにより、対象者に対する人権意
識の向上につながった。

引き続き継続的に
取り組む

部落解放研究全国
集会への参加

人権・男女
共生課

〔目的〕職員一人ひとりが高い人権感覚を持てる
よう､これまでの経験､成果もふまえ､基礎的なもの
から専門的なもの､対象者や習熟度に応じ､体系的､
実践的な人権教育プログラムの実施に努める｡
〔概要〕全国的な研究集会等への参加
〔実施日〕11月6日～8日
〔参加者〕４名
〔場所〕大阪府大阪市

(5)同和問
題

人権課題の最新の動向を把握する
など、人権感覚を高めることがで
きた。

職員の人権感覚の
向上のため、可能
であれば参加し、
情報交換等に取り
組む。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

部落解放･人権夏
期講座への派遣

人事課

〔目的〕同和問題をはじめとする人権問題に対す
る理解と認識を深め､人権の視点に立った行政遂行
に資する｡
〔概要〕全国的な研究集会等への派遣
〔実施日〕8月23日～25日
〔参加者〕3人
〔場所〕和歌山県高野町

(10)さまざ
まな人権問
題

参加者の人権問題に対する理解と
認識を深めることができた。

継続して実施する

市等主催の研修
会･講演会への参
加

人事課

〔目的〕同和問題をはじめとする人権問題に対す
る理解と認識を深め､人権の視点に立った行政遂行
に資する｡
〔概要〕市等が主催する各種研修会･講演会に職員
研修として参加
〔実施日〕２月～３月
〔参加者〕1人
〔場所〕茨木市役所合同庁舎ほか

(10)さまざ
まな人権問
題

参加者の人権問題に対する理解と
認識を深めることができた。

継続して実施する

近畿地区隣保館職
員研修会への参加

人権・男女
共生課

〔目的〕隣保館の運営等に関する情報交換を行い､
知識を深め､職員の知識・技能の向上を図る｡さら
に､今後の国の政策や隣保館のあり方等についての
情報を得る｡
〔概要〕全国的な研究集会等への参加
〔実施日〕11月9日
〔参加者〕３名参加
〔場所〕滋賀県大津市

(5)同和問
題

分科会で、沢良宜の取組事例の発
表を実施した。近畿他府県の状況
について、情報交換・交流等を図
ることにより、隣保館運営に関す
る職員の知識・技能の向上につな
がった。

職員の知識・技能
の向上を図るた
め、今後も参加
し、情報交換等に
取り組む。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

全国人権保育研究
集会への参加

保育幼稚園
総務課

〔目的〕保育所・幼稚園・認定こども園・地域・
家庭すべてを反差別・人権の視点で点検し、子ど
もの人権を尊重する保育内容の実施に努める。
〔実施日〕平成30年1月13日～14日
〔参加者〕保育所長1名
〔場所〕鹿児島県鹿児島市

(2)子ど
も・若者の
問題

人権保育の推進に必要な多くの知
識や技能を実践から学ぶことがで
きた。

今後も参加し、人
権保育の推進のた
めの知識・技能の
習得に努める。

点字講習会の開催 障害福祉課

点字の基礎技術を学び､視覚障害者のための点訳が
できる人材を養成する講習会(点字入門、点訳基
礎)と、視覚障害者を対象に点字の習得、活用を目
的とする講習会(中途失明者コース)を開催。
〔実施日〕4月～3月､全48回(3コース合計)
〔対象者〕市民
〔参加者〕延べ21人
〔講師〕茨木市視覚障害者福祉協会
〔場所〕障害福祉センターハートフル

(4)障害者
問題

入門コース受講者のほとんどが引
き続き、点訳基礎コースを受講し
ており、そのうち数名は点訳ボラ
ンティアとしての活動につながっ
ている。

入門、点訳基礎と
もに受講者数が定
員の半数程度のた
め、周知方法を検
討する必要があ
る。

要約筆記講習会の
開催

障害福祉課

要約筆記の基礎技術を学び､聴覚障害者のコミュニ
ケーション支援を行う要約筆記者を養成する講習
会を開催。
〔実施日〕5月～1月､全26回
〔対象者〕市民
〔参加者〕４人
〔講師〕茨木手話サークルのばら
〔場所〕障害福祉センターハートフル

(4)障害者
問題

少数の参加者ではあるが､熱心に講
座には取り組んでおり、終了後は
登録要約筆記者の選考試験を受験
し､地域での活動につながってい
る。

本市の講座では、
全国要約筆記者統
一試験の受験資格
が得られないた
め、府が実施する
講座へつなげる取
り組みが必要。次
年度からは講座の
回数を減らし、府
の講座へつなぐ。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

手話奉仕員ステッ
プアップ講座の開
催

障害福祉課

手話通訳について学び､登録手話通訳者として茨木
市で活動できる手話通訳者を養成する講習会を開
催。
〔実施日〕5月～11月､週1回､全26回
〔対象者〕手話で日常会話が可能で､手話通訳者を
めざす市民
〔参加者〕38人
〔講師〕茨木市聴力障害者協会
〔場所〕障害福祉センターハートフル

(4)障害者
問題

働きながら受講する人が多いため､
欠席や遅刻をすることがある。手
話通訳者の技術を習得することが
難しく､繰り返して受講する人も多
い。

継続して実施す
る。

手話奉仕員養成講
座の開催

障害福祉課

聴覚障害者のコミュニケーションの円滑化を図る
ため、手話奉仕員を養成する講習会を開催。
〔実施日〕4月～12月､週1回､全33回
〔対象者〕市民
〔参加者〕53人
〔テーマ〕手話の基本的技術､聴覚障害者福祉
〔講師〕茨木市聴力障害者協会
〔場所〕障害福祉センターハートフル

(4)障害者
問題

手話の講座に興味はあるが､学習を
講座修了以降も継続しようとする
人が少ない。
また、受講者の年齢層が高くなっ
ている。

若い受講者が少な
いため、周知方法
を工夫する。

部落解放・人権大
学講座への派遣

人事課

〔目的〕体系的な人権研修､啓発を企画できる立案
者､指導者を養成する｡
〔概要〕部落解放･人権大学講座への派遣
〔実施日〕９月～３月(26日間)
〔対象者〕職員
〔参加者〕1人
〔場所〕AIAIおおさか

(10)さまざ
まな人権問
題

事業の目的につながる効果が得ら
れるものと考える。

継続して実施す
る。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

家庭教育学級指導
者研修会の開催

社会教育振
興課

指導者の知識・技能の向上と､魅力ある学級づくり
に役立てるため、人権問題も含めた､学級運営上必
要な知識･技術等の研修会を実施した。
〔実施日〕①5月17日②5月31日
〔参加者〕①39人②33人
〔テーマ〕及び〔講師〕
団体活動のストレスマネジメント
一人で抱えず楽しく活動するコツお伝えします(女
性ライフサイクル研究所フェリアン
桑田道子)
〔場所〕男女共生センターローズＷＡＭ

(10)さまざ
まな人権問
題

参加者のニーズに添った講師、
テーマを選定したことにより、受
講者からは極めて好評な講座と
なった。学級運営に必要な知識の
習得だけでなく、リーダー的な立
場特有の不安を払拭できたという
意見が多く聞かれた。

今後もアンケート
結果を参考に、社
会的課題や参加者
の要望に沿った
テーマを研究・実
施していく。

キャンプカウンセ
ラー研修の実施

社会教育振
興課

児童の健康と安全を守り、障害児・不登校児童等
の人権を尊重するため、青少年野外活動センター
キャンプカウンセラーを対象に研修を行った。
〔実施日〕3月20日
〔テーマ及び講師〕
　①「障害児の理解」
　　　学校教育推進課 村上指導主事
　②「不登校児童・生徒の理解」
　　　教育センター　島田指導主事
〔場所〕上中条青少年センター

(10)さまざ
まな人権問
題

多くの青少年に関わるキャンプカ
ウンセラーが、障害児・不登校児
童等への理解を深めることがで
き、事業運営や利用者対応の現場
で活かされている。

キャンプカウンセ
ラーの知識・技能
の向上につながる
ため、引き続き継
続して取り組む。

音訳講習会の開催 障害福祉課

視覚障害者のコミュニケーション支援のため､音訳
ができる人材を養成する講習会を開催。
〔実施日〕9月～10月(週1回)､全6回
〔対象者〕市民
〔参加者〕11名
〔テーマ〕音訳の基礎技術
〔講師〕リーディングサービスN
〔場所〕障害福祉センターハートフル

(4)障害者
問題

周知の努力をしているが､受講生が
少ない。

継続して実施する
とともに、広報紙
等で講習会の周知
を図る。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

音訳・点訳ボラン
ティアの養成講座
の開催

中央図書館

活字による読書が困難な市民に点字図書や録音図
書を提供するために、音訳ボランティア技術研修
講習会を開催した。
開催月：５月,７月,９月,11月,１月,３月
参加者数：162人
講師：北川温子氏(日本ライトハウス)
場所：中央図書館

(4)障害者
問題

音訳ボランティアの小説を中心と
した読み方の技術向上を図ること
ができた。

引き続き技術向上
をめざし、ボラン
ティアの養成に努
める。

ファシリテーター
養成講座の開催

人権・男女
共生課

〔目的〕啓発活動を効果的に推進し、地域の実情
に応じた企画・実践を行う推進者を養成する。
〔概要〕茨木市人権センターによるワークショッ
プ(参加型学習)によりファシリテーターに必要な
コミュニケーションについて学習
〔実施日〕11月21日､28日、12月5日、12日､26日
〔対象者〕市民
〔参加者〕修了者（5回中4回以上参加）5人・参加
者8人
〔講師〕李ぽんみさん(NPO法人　KARALIN)
〔場所〕市役所合同庁舎４階会議室

(10)さまざ
まな人権問
題

参加者が少なかった。啓発の推進
のためさらに参加者を増やす必要
がある。

人権に関する人材
育成につながるよ
う継続して実施す
る。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

人権啓発リーダー
養成講座の開催

人権・男女
共生課

〔目的〕啓発活動を効果的に推進し、地域の実情に応じた企
画・実践を行う推進者を養成する。
〔概要〕前期・後期に分けて、それぞれのテーマで講演会や
フィールドワークを実施（茨木市人権センター事業）
〔実施日〕前期：①6月19日、②26日、③7月3日、④10日　後
期：①2月21日、②28日、③3月7日、14日
〔対象者〕市民
〔参加者〕前期：修了者11人　後期：修了者9人
〔テーマ〕前期：多文化共生について考える連続講座①イス
ラームとは、ムスリムとは、ハラールとは②在日コリアンの歴
史、文化、差別③フィールドワーク「生野コリアタウン」で学
ぶ多民族共生④日本で暮らす外国人の人権　後期：ハンセン病
問題について考える連続講座①ハンセン病医学からみたハンセ
ン病問題/ハンセン病回復者からの体験談②ハンセン病隔離政策
の歴史とハンセン病問題/大阪におけるハンセン病問題③フィー
ルドワーク「大阪にあるハンセン病ゆかりの地④ハンセン病問
題の解決に向けて私たちにできること
〔講師〕前期：①レモン史視さん(NPO法人日本ハラール協会理
事長)②③文公輝さん(NPO法人多民族共生人権教育センター理
事)④早崎直美さん(すべての外国人労働者とその家族の人権を
守る関西ネットワーク(RINK)事務局長)後期：①畑野研太郎さん
(邑久光明園名誉園長、ハンセン病専門医/ハンセン病関西退所
者原告団いちょうの会会員②加藤めぐみさん(ハンセン病回復者
支援センターコーディネーター)/原田惠子さん(福祉運動・みど
りの風)③三宅美千子さん(外島保養院の歴史をのこす会共同代
表/原田惠子さん(外島保養院の歴史をのこす会事務局長)④加藤
めぐみさん(ハンセン病回復者支援センターコーディネーター)
〔場所〕前期：①②④市役所合同庁舎６階人権図書閲覧室　③
生野コリアタウン　後期：①②④市役所合同庁舎６階人権図書
閲覧室③外島保養院跡地、五社神社、常念寺

(10)さまざ
まな人権問
題

前年度と比較して参加人数は同数
だった。啓発の推進のためにさら
に参加者を増やす必要がある。

タイムリーな人権
課題をテーマに継
続して実施する。
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　　②当事者グループの支援と協働

事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

学童保育指導員研
修の開催

学童保育課

〔目的〕学童保育指導員の知識・技能の向上、専
門性を高めるため、自閉症や学習障害などの基礎
的な知識を得る。
〔概要〕学童保育指導員研修会で講演会を実施
〔実施日〕7月5日
〔対象者〕学童保育指導員
〔参加者〕147人
〔テーマ〕障害のある子どもを持つ保護者の立場
から
〔講師〕野村路代氏(自閉症スペクトラム児・者を
支援する親の会 オアシス)
〔場所〕男女共生センターローズWAM

(4)障害者
問題

障害者問題に関して基礎的な知識
の習得につながった。

研修後の指導員の
研修の振り返りな
どを参考にして、
今後の研修内容を
検討していく。

茨木市老人クラブ
連合会研修会の実
施

地域福祉課
(高齢者支
援課)

〔目的〕高齢者福祉の向上をめざす｡
〔概要〕研修会の開催を通じて､単位老人クラブ相
互の連携を図る｡

(3)高齢者
問題

各単位老人クラブにおいて、人権
に関する情報共有が進んだ。

継続して実施す
る。
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　　③自ら学び、行動する消費者市民の育成

事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

消費者月間記念講
演会の開催

市民生活相談課

〔目的〕広く市民に対して､日常生活を営むうえで
起こりうる消費者問題に関する理解を深め､消費者
の自立を支援する｡
〔概要〕消費者月間(5月)に､消費者問題に関する
テーマで記念講演会を実施
〔実施日〕5月27日
〔対象者〕市民
〔参加者〕85人
〔テーマ〕防ごう高齢者被害！
〔講師〕山崎省吾弁護士、大阪府警本部
〔場所〕男女共生センターローズWAM

(10)さまざ
まな人権問
題

大阪府警による寸劇と山崎弁護士
による講演の２本立てで還付金詐
欺等の特殊詐欺被害の未然・拡大
防止に努めることができた。

社会情勢等を踏ま
えながら、テーマ
や内容等を検討し
実施する。

消費生活啓発講
座・講習会の開催

市民生活相
談課

〔目的〕消費者意識を高め､正しい知識や情報を提
供することにより消費者の自立を支援する｡
〔概要〕出前講座､セミナー､パネル展示等により
各種啓発講座を実施
〔実施日〕
出前講座(15か所)
セミナー(7月22日､10月27日､12月9日､3月2日)
パネル展示(5月9日～28日)
啓発寄席(12月26日、1月19日、2月24日、2月27日)
〔対象者〕市民
〔参加者〕延べ1,991人
〔テーマ〕親子で熱冷却シートを作ろう！他
〔場所〕市民総合センター他

(10)さまざ
まな人権問
題

市内巡回啓発寄席をはじめ、市内
各地域で子どもから高齢者まで幅
広い世代へ啓発を実施することが
できた。また、参加・体験型のセ
ミナーを実施するなど、主体的な
学びの場を提供できた。

社会情勢等を踏ま
えながら、テーマ
や内容等を検討し
実施する。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

消費生活展の開催
市民生活相
談課

〔目的〕最新の情報を広く市民に知らせ､市民とと
もに｢よりよい暮らしを求めて｣消費者問題を考え､
被害を未然に防ぎ､自立できる消費者であるための
足がかりをつくる｡また､消費者団体の交流･活動の
場とする｡
〔概要〕パネル展示や相談コーナー､体験コーナー
等を実施
〔実施日〕9月23日、11月12日、3月24日
〔対象者〕市民
〔参加者〕延べ1,080人
〔場所〕イオンモール茨木他

(10)さまざ
まな人権問
題

大型複合商業施設や公民館等で実
施することにより、買い物へ来ら
れた市民等、消費生活に関心がな
い方への啓発ができた。

社会情勢等を踏ま
えながら、テーマ
や内容等を検討し
実施する。

　（３）市民の主体的な人権教育･啓発に関する活動の促進

　　①ＮＰＯ・地域団体等の支援

事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

家庭教育学級の開
設

社会教育振
興課

児童の保護者が家庭教育の重要性を認識し､子ども
の育成に必要な知識と技術について学習し､家庭の
教育力の向上を図るため、市内各小学校区に学級
(22学級)を開設した。「人権」「親学習」を学習
必須項目として、年間を通じて自主的に学習や情
報交換等の活動を行っている。
〔実施日〕5月又は6月～2月
〔参加者〕延べ4,458人

(10)さまざ
まな人権問
題

平成26年度から府教委作成の教材
を利用した「親学習」を必須とし
ており、地域の保護者に一定広め
ることができている。
就労や地域活動等により、実施曜
日や時間帯の問題で活動に参加す
ることが難しいという方が増え、
開設学級数が年々減少している。

引き続き、「親学
習」「人権」をは
じめ家庭教育に関
する自主的な活動
として支援してい
くとともに、社会
情勢にあった活動
形態等を検討して
いく。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

地区人権啓発推進
委員会の結成及び
促進

人権・男女
共生課

〔目的〕地域に根づいた草の根の人権啓発のため
に地区人権啓発推進委員会を結成。
〔概要〕茨木市人権啓発推進協議会役員とともに
未結成校区の小学校を訪問し、委員会の結成を依
頼

(10)さまざ
まな人権問
題

結成には至らなかったが、次年度
結成に向け打合せを実施した。

すべての小学校区
で結成されるよう
継続して支援す
る。

地区人権啓発推進
委員会の活動支援

人権・男女
共生課

〔目的〕地域での活動の紹介や情報交換を通し
て、人権草の根組織間の連携を図る。
〔概要〕市人権啓発推進協議会と27地区人権啓発
推進委員会との交流に協力。
〔実施日〕2月24日
〔参加者〕32人
〔テーマ〕アンガーマネジメントで、人にも自分
にもあたらない社会をめざして
〔講師〕島田妙子さん（一般財団法人　児童虐待
防止機構オレンジCAPO理事長・株式会社イー
ジェット代表取締役会長）
〔場所〕茨木市立男女共生センターローズＷＡＭ
501,502号

(10)さまざ
まな人権問
題

参加型研修を実施し、地域で活動
する人材育成を図った。

人材育成につなが
るよう継続して実
施する。

茨木市ＰＴＡ協議
会の活動支援

社会教育振
興課

①単位PTA活動の充実と活性化を図り、つながりを
深める｡
②PTA全体で共通の思いを持ち、学び、楽しめる市
P活動の充実を図る｡
③各種機関･団体との連携を図り、子どもたちを取
り巻く現状を学ぶ｡
④市Pの運営の効率化を図る。
①～④を目的として、総会、理事会、役員会、市
ＰＴＡ大会、広報誌発行等を実施する、茨木市Ｐ
ＴＡ協議会の活動を支援した。

(2)子ど
も・若者の
問題

各種事業を通じて、市内の幼稚
園、認定こども園、小、中学校の
単位PTA58団体の活動の支援、活性
化を図った。平成24年から、独自
の事務局を設置し自主的な運営を
行っており、市から独立した社会
教育関係団体としての力をつけて
きている。

今後も、団体の自
主的な運営を支援
していく。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

茨木市こども会育
成連絡協議会への
支援

社会教育振
興課

こども会育成者相互の連絡を密にするとともに､茨
木市内のこども会の自主的活動を振興し､心身とも
に健全なこどもの育成と福祉の増進を図ることを
目的とするこども会育成連絡協議会を支援する。

(2)子ど
も・若者の
問題

こども会育成者の相互連絡を維持
し、大阪府こども会育成連合会等
他団体からの情報等についても、
適宜共有を図ったこと等により、
市内こども会の自主的な活動を支
援することができた。

引き続きこども会
及びこども会育成
会間の連絡協調や
事業の展開を図
る｡

茨木市青少年健全
育成運動協議会へ
の支援

社会教育振
興課

青少年の健全な育成をめざし､地域と連携して健全
育成運動の輪を広げることを目的とする青少年健
全育成運動協議会を支援する｡
青少年健全育成補助事業実施団体
　　84団体　　事業数180事業

(2)子ど
も・若者の
問題

昨年度より補助事業実施団体数が
若干減少(２団体)しているが、補
助金を活用して事業を実施するこ
とにより、青少年と地域との関わ
りを深めることにつながった。

青少年問題協議会
が提言する青少年
健全育成重点目標
を意識した取り組
みとなるよう周知
を行う。

茨木市青少年指導
員連絡協議会への
支援

社会教育振
興課

各中学校区ごとに結成する青少年指導員相互の連
絡協調及び青少年指導に関する諸問題の研究協議
や街頭啓発等を行い､青少年健全育成の推進を図る
ことを目的とする青少年指導員連絡協議会を支援
する｡
巡回街頭指導　7回　197人

(2)子ど
も・若者の
問題

インターネット世界において青少
年が犯罪に巻き込まれるケースも
多発するなど青少年に関する問題
が複雑多様化している。

こども育成部とも
連携し、様々な視
点から青少年の健
全育成に取組む。
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　　②市民参加によるまちづくりの推進

事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

環境フェアの開催 環境政策課

〔目的〕市域における環境保全の取組を推進し、
「COOL CHOICE」に関する啓発を総合的に行う。
〔概要〕環境に関する講演会､自然観察会等を開催
〔実施日〕11月18日・19日
〔対象者〕市民
〔参加者〕5,300人
〔場所〕市民総合センター・中央グラウンドほか

(10)さまざ
まな人権問
題

環境啓発を総合的に行うことによ
り、市民の主体的な人権教育・啓
発に関する活動の推進に取り組ん
だ。

アンケート等を参
考に、より効果的
な啓発方法を検討
する。

ローズＷＡＭまつ
りの開催

人権・男女
共生課

〔目的〕男女共同参画社会の推進のため、セン
ターの活動の集大成として、市民協働で実施す
る。
〔概要〕男女共生センターローズWAMを拠点に活動
する登録団体､サークルによる出店や展示等､コン
サート､講演会等
〔実施日〕２月３日～２月４日
〔対象者〕市内在住･在勤･在学者
〔参加者〕2,529人
〔テーマ〕ここローズＷＡＭで新しい私に
〔場所〕男女共生センターローズWAM

(1)男女共
同参画

男女共同参画社会の実現のための
拠点施設としての活動成果を発表
するとともに、ローズＷＡＭ事業
および男女共同参画への理解を促
進するために実行委員会形式で市
と市民が協働し、まつりを企画し
開催することができた。

継続して実施し、
企画内容について
は実行委員会主体
で検討する。

茨木市住みよいま
ちづくり協議会へ
の支援

市民協働推
進課

〔目的〕市民憲章の実践運動を通して､住みよいま
ちづくりを推進する｡
〔概要〕市民参加と協力により､住みよいまちづく
り運動を展開

(1)男女共
同参画

連帯の輪が市民の協力で広がり、
総会やキャンペーン等の参加、機
関紙の発行などの事業を実施でき
た。

継続して事業を実
施していく。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

茨木市自治会連合
会への支援

市民協働推
進課

〔目的〕住民福祉の増進を図り､心の通う豊かな地
域社会の構築をめざす｡
〔概要〕住民参加と協力により､住みよい地域づく
りを推進

(1)男女共
同参画

地区連合自治会の協力を得なが
ら、快適で安全な地域づくりに向
けて、研修会の実施や機関紙の発
行などの事業を実施できた。

継続して事業を実
施していく。

　　③当事者の参加の推進

事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

地域に開かれた交
流の場づくり

人権・男女
共生課

〔目的〕地域住民のふれあいのある豊かな地域づ
くりをめざす｡
〔概要〕地域交流､人権啓発､生涯学習の場として､
各種講座等を実施。
〔実施日〕4月～3月
〔対象者〕市内在住･在勤の方
①豊川いのち・愛・ゆめセンター
〔参加者〕340人
〔場所〕豊川いのち・愛・ゆめセンター
②沢良宜いのち・愛・ゆめセンター
〔参加者〕2,392人
〔場所〕沢良宜いのち・愛・ゆめセンター
③総持寺いのち・愛・ゆめセンター
〔参加者〕817人
〔場所〕総持寺いのち・愛・ゆめセンター

(10)さまざ
まな人権問
題

平成27年度以降、地域交流促進事
業として、外部の事業者へ委託す
ることで、参加者の増加につな
がっている。

効果的な事業実施
に向けて、受託者
と連携を図る。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

人権フェスタの開
催

人権・男女
共生課

〔目的〕人権問題を解決するためには社会全体で
取り組んでいく必要があるため､地域コミュニティ
の形成やグループ活動を促進する｡
〔概要〕地域に開かれた交流の場として､地域の団
体や多くの人たちが参加するフェスタを開催

①豊川いのち・愛・ゆめセンター
豊川やよい祭
〔実施日〕３月３～４日
〔対象者〕市民
〔参加者〕730人
〔場所〕豊川いのち･愛･ゆめセンター
②沢良宜いのち・愛・ゆめセンター
ふれあいまちづくりフェスタ
〔実施日〕５月21日
〔対象者〕市民
〔参加者〕404人
〔場所〕沢良宜いのち・愛・ゆめセンター
③総持寺いのち・愛・夢センター
三島まちの玉手箱
〔実施日〕２月24日
〔対象者〕市民
〔参加者〕663人
〔場所〕総持寺いのち・愛・夢センター

(10)さまざ
まな人権問
題

地域の様々な関係機関と連携する
ことで、地域の行事として定着し
てきた。平成27年度以降、地域交
流促進事業として、外部の事業者
への委託により、参加者の増加に
つながっている。

効果的な事業実施
に向けて、受託者
と連携を図る。
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　（４）人権教育・啓発に関する情報収集・提供機能の充実

　　①人権に関する情報収集・提供機能の充実

事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

多言語での生活ガ
イドブックの配布

文化振興課
転入してきた日本語に不慣れな外国人の利便性向
上のために、英語・中国語のいばらき生活ガイド
ブックを更新・配布した。

(6)外国人
問題

相談機関・生活の情報や、健康保
険・年金に関する基本的な情報を
冊子にまとめて提供することで、
外国人の利便性向上につながっ
た。

転入済の市内に住
んでいる日本語に
不慣れな外国人へ
の行政情報提供を
見直す。

ホームページによ
る啓発の実施

人権・男女
共生課

〔目的〕市民の人権意識の高揚を図るため､人権問
題に関する情報や､人権教育･啓発材料の情報提供
を行う｡
〔概要〕ホームページによる情報提供を行う｡

(10)さまざ
まな人権問
題

人権相談をはじめ、各種講座の情
報提供、啓発活動を広報すること
ができた。

継続して実施す
る。

人権資料の充実
中央図書館
人権・男女
共生課

市民の自主的・主体的な人権教育・啓発を推進す
るため、各図書館や人権センターなどで書籍やビ
デオなどの人権関係資料を提供する。

(10)さまざ
まな人権問
題

利用者のニーズに応じて、人権知
識や人権感覚の向上につながる書
籍等を提供することができた。

今後も継続して人
権関係資料を提供
する。
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　　②人権教育・啓発に関する調査・研究

事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

いのち・愛・ゆめ
センター地域交流
促進・相談機能強
化事業

人権・男女
共生課

〔目的〕地域の実情に即した講座や地域交流行事
を開催し、地域住民の相互の理解と交流を促進す
る。また長期的、継続的な助言指導による自立促
進及び相談事業の集約、分析により地域課題を発
見し、課題解決に向けた地域コミュニティの育成
を図る。
〔概要〕公募型プロポーザル方式により、社会福
祉法人等へ事業を委託して実施。

(10)さまざ
まな人権問
題

各センターごとに、受託者が相談
内容等を集約した事業完了報告書
を作成し、相談の集約により、相
談内容等の傾向把握、課題等の整
理ができた。

事業完了報告書の
結果を参考に、課
題解決に向けた取
組みを検討する。

　　③災害時における災害弱者の支援体制の確立と地域連携の促進

事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

障害福祉サービス
事業所連絡会災害
対策PT会議の開催

障害福祉課

市域における大規模な災害の発生に伴い、障害者
基本法(昭和45年法律第84号)第２条に規定する障
害者で、避難所における生活が困難な者のため
に、障害福祉サービス事業所連絡会会員が運営す
る施設内に避難施設を設置し、要配慮者を避難さ
せることにより、要配慮者が支障なく避難生活を
送ることができるよう協定を結び、必要な連携を
とる。
〔概要〕要配慮者避難施設の設置・運営検討
〔実施日〕随時(年５回)
〔参加者〕障害福祉サービス事業所職員、高齢者
サービス事業所職員、市職員
〔場所〕市役所防災会議室

(4)障害者
問題

要配慮者避難施設の設置について
は、一定の目標を達成することが
できた。

今後は新たな課題
(災害時の個別支
援計画や、地域の
防災訓練との連携
等)に取り組むな
ど、継続して実施
する。
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　（５）教育の機会均等の確保と
学習の場の充実

　　①教育の機会均等の確保と学習の場の充実

事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

茨木市学習・生活
支援事業

福祉政策課
(相談支援
課)

〔目的〕貧困の連鎖防止のため、生活保護世帯や
ひとり親家庭の子どもに対し、生きるための力を
育むための支援を行う。
〔概要〕市内の６か所において、学習・生活支援
事業を行った。　　　　　　　　　〔対象者〕生
活保護世帯、ひとり親世帯、学校長に推薦された
中学生
〔参加者〕2,377人(内訳：生活保護世帯679人、ひ
とり親世帯1153人、学校長推薦545人)

(2)子ど
も・若者の
問題

あいさつのできなかった子があい
さつできるようになったり、学校
に来ない子が学習会には来てくれ
ていたり、子どもの学習面以外で
の成長も見られた。保護者も子ど
もの頑張りに応えようと、奨学金
をはじめとした支援制度の活用を
積極的に考える場面も見られた。

学習会にも来られ
ない子どもへの支
援や、子ども自身
が自学自習する力
の定着が求められ
る。

　　②識字・日本語学習や基礎教育の学び直しの機会の提供

事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

識字学級等の開催
及び日本語教室等
の開催

社会教育振
興課
人権・男女
共生課

〔目的〕日常生活に必要な文字の読み書きを習得
し､社会的自立を支援する｡
〔概要〕教育の機会を疎外されてきた人々には識
字教室を､在日外国人等を対象に日本語教室を開催
〔実施日〕毎週1回
〔対象者〕市民、在勤、在学
〔参加者〕①延べ772人(３センター合計数)
　　　　　②延べ556人
〔場所〕①豊川･沢良宜･総持寺
　　　　　いのち･愛･ゆめセンター
　　　　②生涯学習センターきらめき

(6)外国人
問題

地域の実情に応じた講座を実施
し、地域住民に学習機会を提供す
ることができた。

各館それぞれにお
いて講座内容に趣
向を凝らし、引き
続き学習ニーズを
満たせるよう検討
する。
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２　人権擁護に関する施策

　（１）市民の主体的な判断・
自己実現の支援

　　①当事者のエンパワメント、市民の主体的な判断・自己実現の支援

事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

就職サポート事業 商工労政課

〔目的〕働く意欲がありながら､様々な就労阻害要因を
抱えるため､就労できない人の就労を支援する｡
〔概要〕ハローワークや茨木商工会議所と連携し、仕
事なんでも相談、合同就職面接会等の就労支援を実施
した。
〔実施事業名〕仕事なんでも相談
〔相談件数〕207件〔実施事業名〕就活支援事業
〔参加事業所〕9事業所〔参加者〕40人
〔実施事業名〕就労支援フェア(合同就職面接会、就
労・起業相談等)
〔開催日〕①平成29年５月26日(子育て)②７月14日③
10月20日④11月22日(障害)⑤平成30年１月26日
〔来場者〕①34人②87人③75人④81人⑤80人
〔実施事業名〕北摂地域における就職合同説明会
〔開催日〕平成29年10月５日〔来場者〕201人
〔実施事業名〕職業能力開発講座
①技能講習②医療事務基礎講座③障害者対象ビジネス
マナー講座〔実施日〕①平成29年４月～平成30年３月
②平成29年９月～11月(18日間)③平成29年10月～11月
(３日間)
〔参加者〕①１人　②19人③３人
〔実施事業名〕就職支援セミナー
〔実施日〕①平成29年５月26日②６月23日③10月11日
〔参加者〕①14人　②13人③10人
〔実施事業名〕再就職支援助成金
〔交付件数〕15件〔実施事業名〕就労体験事業
〔参加者〕２人

(10)さまざ
まな人権問
題

合同就職面接会の就職者数は、前
年度を上回ったが、就職サポート
事業全体の就職者数は微減した。
また、庁内関係課や関係機関と情
報共有を図ったが、連携ケース数
は減少した。

支援メニューや周
知・情報発信の方
法等を見直す。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

障害者相談支援事
業

相談支援課
(障害福祉
課)

〔目的〕在宅の障害者に対し､社会資源の活用や社
会生活を高めるための相談･支援をする｡
〔概要〕指定相談支援事業者に委託し､在宅福祉
サービスの利用援助､社会資源の活用や高めるため
の支援､ピアカウンセリング等の援助を行う｡

(4)障害者
問題

継続して実施する。
継続して実施す
る。

地域子育て支援拠
点事業

子育て支援
課

在宅世帯の子育てを支援し､子どもの健やかな成長
をサポートする｡
〔参加者〕
20,896人(地域子育て支援センター)
107,995人(つどいの広場)

(2)子ど
も・若者の
問題

地域子育て支援拠点を庄栄小学校
区及び畑田小学校区に新規開設し
たことで、より身近な地域におけ
る在宅世帯の子育てを支援するこ
とが可能となった。

継続して事業を実
施する。

ゆめ実現支援事業
学校教育推
進課

〔目的〕通学意欲を有しながら､経済的な事由によ
り就学が困難な生徒の進学を支援する｡
〔概要〕様々な奨学金制度について広く紹介し､奨
学金説明会を開催する｡教育センターの相談窓口
で､奨学金制度を紹介し､相談･助言や､関係機関を
紹介する｡

(2)子ど
も・若者の
問題

様々な奨学金制度や授業料無償制
度等を周知することができた。
個別の相談の回数も増加し、個々
の相談者の状況に応じ適切に対応
することができた。

事業の周知、個別
の相談をこれまで
通り丁寧に行う。

幼・小・中学校に
おける通訳派遣事
業

学校教育推
進課

〔目的〕小中学校に在籍する在日外国人児童･生徒
に対する学校生活への適応を促す｡
〔概要〕通訳を派遣し学習支援を行う｡

(6)外国人
問題

通訳により学校生活に馴染むこと
ができ、日本語の習得にもつな
がっている。

日本語指導へつな
げていく。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

ファミリー・サ
ポート・センター
事業

子育て支援
課

ファミリー・サポート・センター事業を実施し
た。
〔会員数〕1,764人(依頼会員1,212人
          援助会員305人　両方会員247人)
〔活動件数〕4,602件
〔新規依頼件数〕164件

(2)子ど
も・若者の
問題

前年度と比較し、登録会参加人数
は減っているが、依頼件数･援助回
数ともに昨年度と同等･それ以上で
あった。必要なところに手が届い
ているのであろうと思われる。
援助会員の高齢化による退会で援
助者不足の地区があることが課題
である。

継続してサブリー
ダーによる活動周
知を行うととも
に、援助者不足の
地区に出向き、出
張説明・登録会を
開催する。

茨木市子ども・若
者自立サポート事
業

こども政策
課

「茨木市子ども・若者自立支援センター」におい
て、民間支援団体への委託により、ひきこもり等
の子ども・若者やその保護者の面談・居場所提供
等の支援を実施するとともに、協議会の指定支援
機関として子ども・若者支援の主導的役割を担っ
た。
　・面談　本人のべ425件
　　　　　保護者のべ583件
　・居場所　のべ63件
　・訪問支援　のべ217件
　・同行支援　のべ５件
　・他機関・企業連携　のべ699件

市民税非課税世帯、生活保護世帯・所得制限額内
の世帯のひきこもり等の状態にある子ども・若者
及びその保護者に対し、子ども・若者自立支援セ
ンターの利用料金を助成した。
　・助成件数　720件
　　(利用券交付人数46人)

(2)子ど
も・若者の
問題

「茨木市子ども・若者自立支援セ
ンター」における面談・連携等の
件数が増えるとともに、センター
における相談者の状態改善も着実
に進んでいる。平成29年度より所
得制限額内世帯を助成対象として
加えたことで利用につながる世帯
増の一因となった。

支援の必要な世帯
に情報を届けるた
めの方策を検討す
る。
センター利用の無
料化を検討する。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

生活困窮者自立支
援事業

福祉政策課
(相談支援
課)

〔目的〕経済的に困窮している方（世帯）のみな
らず、複合的な課題を抱え困っている方（世帯）
に対して、本人とともに自立に向けたプランを作
成し、伴走型の支援を行う。
〔概要〕多様で複合的な課題を抱える生活困窮者
に対する福祉のワンストップ総合相談窓口として
実施。その中で「一時生活支援事業」、「就労準
備支援事業」等による、一時的な生活の場の確保
や就労にいたる準備支援などを行った。
〔新規相談件数〕404人

(1)男女共
同参画

世帯としては困窮状態にはない
が、くらしや仕事に関する将来的
な不安を抱える若年者等に対する
個別相談の実施により、若年層の
相談窓口としても、一定の機能を
果たしたと考える。早期自立に向
けて、生活困窮状態に陥る前に早
期の支援につなげることが重要で
あり、制度の更なる周知等が今後
の課題である。

スマイルオフィス
事業（庁内職場実
習）で培った障害
者就労支援のノウ
ハウを活用し、一
般就労に課題を抱
える全ての人々へ
の就労支援を実施
する。

ひとり親就業支援
講座の開催

こども政策
課

〔目的・概要〕ひとり親家庭の方が、介護職員初
任者研修により介護保険事業所で働く上で必要に
なる基本的な知識や技術を習得することにより、
就業やキャリアアップへとつなげることで、ひと
り親家庭の自立促進を目指す。(一時保育あり)
〔日程〕全１６日(日曜日)
〔場所〕ローズWAM、未来ケアカレッジ千里丘校
〔受講修了者〕９人

(2)子ど
も・若者の
問題

新たに介護関係の就労をする方だ
けでなく、現在介護関係で働いて
いる方のキャリアアップにもつな
がっている。

前年に比べて参加
者が減少したた
め、周知方法を検
討する。

障害者社会参加促
進事業

障害福祉課

市内障害者団体が実施する社会見学、外出等の事
業及び市内で実施する障害者福祉の啓発、障害者
と市民の交流を深める行事等の事業を対象に補助
を実施し、障害者福祉の向上をめざす｡

(4)障害者
問題

市内で実施する障害者福祉の啓
発、障害者と市民の交流を深める
行事等の事業の利用団体が少な
い。

事業についての周
知を図るととも
に、継続して実施
する。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

茨木市子ども・若
者支援地域協議会
の開催

こども政策
課

茨木市子ども・若者支援地域協議会のネットワー
クを活用し、社会生活を円滑に営む上での困難を
有する子ども・若者とその保護者を包括的に支援
した。
　・代表者会議　２回
　・実務者会議　５回
　・ケース会議　159回
また、研修・講座等を開催し、支援ノウハウや情
報共有の機会を提供した。
　・講習会　１回
　・講演会　１回
　・事例検討・研修会議　５回

(2)子ど
も・若者の
問題

会議・研修等を通じ、支援者のス
キルアップを図ることができた。
また、課題の一つである、「切れ
目のない支援」に対して、協議会
において悩み・困りからどの機関
が適切なのかの把握を容易にする
ために「相談機関への道しるべ」
リーフレットを刷新し、相談先に
ついて市内中学３年生とその保護
者全員に周知することができた。

「福祉と学校の連
携」「出口支援」
「要保護児童対策
地域協議会との連
携」について、個
別にケース会議等
を実施し、重点的
に解決策を検討す
るとともに、協議
会における成果の
見える化を進め
る。

　　②社会参加の促進と社会的障壁の除去・軽減

事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

いきいきネット事
業

福祉政策課
(相談支援
課)

〔目的〕要援護者の早期発見から支援につなげ
る。
〔概要〕市内14か所において相談支援を行う。
〔相談者〕延13,724人

(10)さまざ
まな人権問
題

健康福祉セーフティネットの構築
が進んだ。

継続して実施す
る。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

障害者虐待防止セ
ンター事業

相談支援課
(障害福祉
課)

〔目的〕障害者虐待防止センターを設置し、障害
者虐待に対する早期発見と虐待防止に向けた取組
を行う｡
〔概要〕家庭や事業所、職場で起こる身体的･心理
的･性的･経済的及び介護などの放棄や放任といっ
た虐待に対する通報や届出、支援等の相談を受け
付ける。
〔実施日〕随時
〔場所〕障害福祉課
〔通報件数〕26件

(4)障害者
問題

障害者虐待に対する早期発見と虐
待防止につなげることができた。

関係機関との連携
強化と虐待防止の
啓発に努め、事業
を継続する。

利用者支援事業
子育て支援
課

　茨木市内に17か所あるつどいの広場へ年間３回
ずつ出張相談を実施し、子育て支援団体連絡会で
のイベント時においても相談ブースを設け、子育
て支援情報を提供した。
　また、平成29年度から、子育て世代包括支援セ
ンターとして妊娠期からの切れ目ない支援体制の
構築のため、こども健康センターが主催する休日
版パパ＆ママクラスへ子育て支援情報ブースを設
け、相談事業を実施した。
■相談実績合計　                    　389件
　(うち出張相談件数)
　　・つどいの広場(49回)              230件
　　・パパ＆ママクラス(4回)            56件
　　・就労フェア(1回)                   8件
　　・立命館デー(1回)　                 0件
　　・子育て支援団体連絡会主催イベント(2回)
                                        8件

(2)子ど
も・若者の
問題

　子育て支援総合センターで相談
を受けるだけでなく、妊婦や子育
て親子が集まる場所に出向くこと
で、気軽に相談できる機会となっ
た。
　また、子育て世代包括支援セン
ターを子育て支援総合センターと
こども健康センターの２か所に開
設し、お互いの事業の理解と連携
が深まったが、引き継いで支援を
するケースはなかった。

　４か月児健康診
査時にこども健康
センターへ出張
し、相談ブースを
設け子育て支援情
報の提供や相談を
受け、包括として
の機能を深める。
　また、公立保育
所の利用者支援事
業と連携を図り、
地域における子育
て支援情報の収集
をスムーズに行
い、保護者へ情報
提供や相談を行
う。
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　　③困難を抱える市民に対する情報提供・学習支援

事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

学習・生活支援事
業

こども政策
課

貧困の連鎖の解消を目的に、経済的に困難を抱え
るひとり親家庭の子どもを対象とした学習・生活
支援事業を実施した。
利用承認人数　29人
学習会
のべ開催回数　506回
のべ参加人数　975人

(2)子ど
も・若者の
問題

あいさつができるようになった
り、受験についての自覚が芽生え
たり、支援を通じて子どもの成長
が見られた。
また、子どもの頑張りに応えよう
と保護者も奨学金などの制度につ
いて積極的に調べる姿勢が見られ
た。
一方で学習会に来られない子ども
への支援が十分にできていなかっ
た。

より多くの子ども
を支援できるよ
う、学校をはじめ
とした関係機関と
の連携を強化す
る。

　（２）人権にかかわる総合的な
相談窓口の整備
　　①人権にかかわる相談窓口の整備

事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

総合生活相談
人権・男女
共生課

〔目的〕住民の自立支援及び福祉の向上に資する
とともに､生活上の様々な課題や住民ニーズ等を発
見し対応する｡
〔概要〕生活上の様々な悩みについて､相談者の立
場に立って､きめ細やかで具体的な助言対応を行
う｡
〔日時〕随時
〔場所〕各いのち･愛･ゆめセンター
〔相談件数〕豊川503件､沢良宜272件､総持寺337件

(10)さまざ
まな人権問
題

市の福祉関係各課等と連携した相
談支援に取り組んだ。外部の事業
者への委託による相談機能強化事
業では、支援方策検討会の開催
等、長期的・継続的な相談対象者
の支援に取り組んだ。

委託事業を含む相
談事業の集約と効
果検証を行い、そ
れを踏まえて事業
を継続する。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

「いじめ」ホッと
電話相談

教育セン
ター

いじめ問題で苦しむ子ども､保護者の負担を軽減す
るため、市内小・中学生及びその保護者を対象
に、電話によるいじめ相談を実施した。また、相
談者の了解のもと関係機関に情報提供し､事象の問
題解決に向けた取組みを促進した。
・日時　月曜日～金曜日 午前９時～午後５時
・場所　教育センター
・回数　139回

(2)子ど
も・若者の
問題

児童・生徒への相談窓口の周知に
努め、学校と関係機関が連携し
て、相談に対する丁寧で迅速な対
応を行うことができた。

啓発カードの配
付、ホームペー
ジ・広報による周
知を引き続き実施
し、子ども本人が
相談できる環境を
整備する。
相談内容に応じ
て、学校や関係機
関との連携を一層
強化し、児童・生
徒の精神的・心理
的な安定と成長を
支援していく。

電話教育相談
教育セン
ター

悩みを抱える子ども､保護者の負担を軽減するた
め、市内小・中学生及びその保護者を対象に、電
話による教育相談を実施した。また、相談者の了
解のもと関係機関に情報提供し､事象の問題解決に
向けた取組みを促進した。
・日時　月曜日～金曜日 午前８時45分～午後５時
・場所　教育センター
・回数　165回

(2)子ど
も・若者の
問題

前年度と比較し、33件(33％)増、
相談回数は43回(35％)増で増加傾
向にある。必要に応じて専門機関
の紹介、学校等の関係機関との連
携を行った。学校や関係機関との
連携による相談に対する丁寧で迅
速な対応が一層重要になってい
る。

引き続き、市広報
や教育センター
ホームページを活
用して相談窓口の
周知を図る。ま
た、学校や関係機
関との連携を一層
強化し、児童・生
徒・保護者の精神
的・心理的な安定
と成長を支援して
いく。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

法律相談
人権・男女
共生課

〔目的〕法律に基づく解決のための手だてについ
て支援する｡
〔概要〕法律上の悩みについて､女性弁護士が相談
を受ける｡
〔日時〕毎月第3木曜日､土曜日午前９時３０分～
１２時３０分
〔場所〕男女共生センターローズWAM
〔相談件数〕72件

(1)男女共
同参画

相談者が様々な問題の解決に踏み
出す一助になった。

より高度で複雑な
問題に対応しなけ
ればならない。

法律相談
市民生活相
談課

〔目的〕市民生活の安定、市民福祉の向上を図
る。
〔概要〕市民が抱えている諸問題に対して、弁護
士が助言、アドバイスを行う。
〔日時〕毎週月・水・金曜日、毎月最終日曜日
〔場所〕市民生活相談課

(10)さまざ
まな人権問
題

1,671件の相談があり、市民が抱え
る問題解決の一助となった。

市民ニーズを踏ま
えながら、法律相
談を継続実施す
る。

消費生活相談
市民生活相
談課

〔目的〕市民の消費生活上の問題について､苦情･
相談を受け助言･あっせんを行うとともに､消費生
活情報の収集と情報の提供を行う｡
〔概要〕消費生活相談員が苦情等についての相談
業務を行う｡
〔日時〕毎週月～金曜日､第2･4土曜日
〔場所〕消費生活センター

(10)さまざ
まな人権問
題

2,144件の相談があり、必要に応じ
助言・あっせん等を行い、問題解
決の一助となった。

法に基づいた事業
であり、継続実施
する。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

子育て相談
保育幼稚園
総務課

〔目的〕在宅世帯の子育てを支援する｡
〔概要〕地域子育て支援センターを中心に公立保
育所で子育て相談や利用者支援事業として情報提
供を行う｡
〔日時〕随時
〔場所〕各保育所
〔相談件数]220件

(2)子ど
も・若者の
問題

担当者が利用者支援事業に必要な
研修を受講し、ノウハウの育成に
努めた。

引き続き子育て支
援等に関する法令
や制度を理解し、
ノウハウの育成に
努める必要があ
る。

子育て相談(児童
虐待を含む)

子育て支援
課

子育てに不安や悩みを持つ親に対して､保育士､心
理判定員､保健師､看護師が、電話と面接･訪問相談
を、月曜日から金曜日までの祝日を除く期間で、
午前10時から午後４時まで実施しており、専門的
な立場から助言を行っている。平成29年度の相談
件数は、面接が220件、電話等が618件その他が２
件であった。

(2)子ど
も・若者の
問題

平成29年度も平成28年度と同様の
相談件数があり、子育てに不安や
悩みを抱える親への問題解決の一
助となった。

平成30年度も相談
者の思いに寄り添
い､話を聴き､対応
を一緒に考え、必
要に応じて継続面
接や訪問も実施
し、引き続き取り
組む。

聴覚・言語障害者
生活相談

障害福祉課

聴覚･言語障害者の社会参加を促進するため、医療
や教育､コミュニケーションに関することについて
相談を実施
〔日時〕随時
〔場所〕障害福祉課
〔相談件数〕761件

(4)障害者
問題

高齢の方の相談が多い。若い世代
では子どもの教育についての相談
が多い。

継続して実施す
る。

乳幼児発達相談
(乳幼児発達指
導・相談事業)
(障害者幼児療育
相談)

子育て支援
課

健診や幼稚園等の集団生活での発達の不安を持つ
親の相談窓口として心理判定員、保育士が電話、
面接相談を月曜日から金曜日まで実施している。
電話が82件、面談が44件、メールが6件あった。

(2)子ど
も・若者の
問題

件数は前年度に比べ減少したが、
特に健診後の不安を抱えた方の相
談の場、転居者の相談の場として
は有効な事業であった。

療育の再編に合わ
せより、初期療育
への寄り添いがで
きるように取り組
む。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

人権相談
人権・男女
共生課

〔目的〕人権侵害を受け､又は受けるおそれのある
市民が､自らの主体的な判断により課題の解決を図
る｡
〔概要〕窓口や電話相談で事案に応じた適切な助
言や相談機関に紹介､取り次ぐことにより支援を行
う｡
〔日時〕随時
〔場所〕各いのち･愛･ゆめセンター
〔相談件数〕豊川 10件､沢良宜 19件､総持寺 7件

(10)さまざ
まな人権問
題

ローズワム、人権センター等と連
携した相談支援に取り組むなど、
課題解決への一助となった。

人権相談の集約と
効果検証を行い、
それを踏まえて事
業を継続する。

女性相談
人権・男女
共生課

〔目的〕子育てや介護、健康、人間関係など女性
をとりまく様々な悩みに関する相談事業を実施す
ることで、男女共同参画社会の形成と女性の自立
を促進する。
〔概要〕電話および面接による相談を実施
〔日時〕月～土曜日(火曜日､祝日を除く)
〔場所〕男女共生センターローズWAM
〔相談件数〕①電話相談　1,190件
　　　　　　②面接相談　　545件

(1)男女共
同参画

多種・多様な相談に対応すること
で、女性の自立を支援することが
できた。

継続して実施す
る。

ＤＶ相談
配偶者暴力相談支
援センター事業

人権・男女
共生課

〔目的〕ＤＶやデートＤＶ、ストーカーなど配偶
者や恋人など親しい間柄でおこる暴力に関する相
談次行を実施することにより、ＤＶなどの暴力の
防止を図るとともに被害者を支援する。
〔概要〕電話や面接による相談を実施
〔日時〕月～土曜日(祝日を除く)
　　　　午前９時～午後５時
〔相談件数〕 979件

(1)男女共
同参画

複雑・多様化している相談に対応
し、被害者の安全確保と自立につ
なげることができた。

複雑・多様化する
相談に対応するた
め、関係機関や関
係課との連携をさ
らに充実させ、継
続して実施する。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

男性相談
人権・男女
共生課

〔目的〕生き方や健康、人間関係など男性をとり
まく様々な悩みに関する相談事業を実施すること
で、男女共同参画社会の形成を促進する。
〔概要〕男性カウンセラーによる電話相談を実施
〔日時〕毎月第3・4水曜日
　　　　午後６時３０分～９時３０分
〔場所〕男女共生センターローズWAM
〔相談件数〕44件

(1)男女共
同参画

匿名で顔を合わさず相談できるこ
と、またその相談場所の存在を示
すことで安心を与え、問題や悩み
を抱える男性の支えとなった。

年々相談件数が増
加しているもの
の、まだ男性相談
の存在を知らない
方が多くいると想
定されるので、広
報紙等を通じて、
さらに周知を図る
必要がある。

母子・父子・寡婦
家庭相談

こども政策
課

こども政策課窓口に自立支援員を２名配置し、ひ
とり親家庭等の自立を支援するため相談業務を実
施した。
相談件数　988件

(2)子ど
も・若者の
問題

相談内容に応じて各種制度の案内
や、関係機関と連携による就労支
援等を行い、ひとり親家庭等の自
立へとつなげた。

各種制度の内容把
握に努める。

高齢者虐待相談
高齢者支援
課(相談支
援課)

〔目的〕高齢者虐待に対する早期発見と虐待防止に向けた啓
発を行う｡
〔概要〕①家庭や事業所内で起こる身体的･心理的･性的･経
済的及び介護などの放棄や放任といった虐待に対する相談窓
口を設置
②関係機関連携強化のための虐待防止ネットワーク連絡会
③茨木市虐待防止街頭啓発キャンペーン
④虐待防止ネットワーク連絡会研修会
〔日時〕①随時②7月13日③11月７日
④１月30日
〔場所〕①相談支援課､地域包括支援センター②茨木市役所
③JR茨木・阪急茨木市両駅前④茨木市役所

(3)高齢者
問題

③については４課合同で実施。
今後も工夫しながら虐待防止と早
期発見に向けた取り組みを展開し
ていく。

継続して実施す
る。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

生活困窮者自立支
援事業による法律
相談

福祉政策課
(相談支援
課)

〔概要〕①家庭や事業所内で起こる身体的･心理的･性的･経
済的及び介護などの放棄や放任といった虐待に対する相談窓
口を設置
②関係機関連携強化のための虐待防止ネットワーク連絡会
③茨木市虐待防止街頭啓発キャンペーン
④虐待防止ネットワーク連絡会研修会

(1)男女共
同参画

債務問題・労働問題・住宅問題・
家族問題などの法律相談を実施す
ることにより、相談者の抱える不
安や問題の解決につながった。

継続して実施す
る。

　　②相談機関との連携

事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

人権相談機関ネッ
トワークの充実

ネットワー
ク加盟機関

〔目的〕多種多様な人権相談に対して迅速に専門
機関へ取次ぎ､相談機関相互の情報交換や意見交換
を図る｡
〔概要〕行政機関だけでなく､様々な相談機関が密
接に連携･協力するためのネットワークの充実を図
る｡

(10)さまざ
まな人権問
題

関係機関における情報交換を行
い、ネットワークの充実を図るこ
とができた｡

継続して実施す
る。

茨木市要保護児童
対策地域協議会の
充実

子育て支援
課

関係機関でネットワークを構築し､情報提供等を通
じて、連携の強化を図るため、代表者会議を１回､
実務者会議を３回､新規・継続主担者会議を16回､
ケース検討会議を153回行い、ネットワークの充実
に努めた。

(2)子ど
も・若者の
問題

関係機関が一堂に集まり、会議を
行うことで、情報共有を可能に
し、直近の課題についての合意形
成を行うことができた。その結
果、保護児童等の早期発見､迅速か
つ適切な保護及び児童虐待等の防
止に努めることができた。

平成30年度も同様
に取り組む。
なお、一層の会議
の有効活用を検討
する。

- 67 -



事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

ＤＶ防止ネット
ワーク連絡会の充
実

人権・男女
共生課

〔目的〕ＤＶに関する機関が連携し、暴力防止と
早期発見・早期対応について検討し、ＤＶなどの
暴力の防止を図るとともに被害者を支援する。
〔概要〕ＤＶネットワーク連絡会の開催
　　　　ＤＶネットワーク研修会の開催

(1)男女共
同参画

各課や関係機関とＤＶ被害者支援
の現状について情報共有を図るこ
とができた。

継続して実施す
る。

障害者・高齢者虐
待防止ネットワー
ク連絡会の開催

障害福祉課

〔目的〕障害者虐待の防止、障害者の養護者に対
する支援等に関する法律(平成23年法律第79号)第
35条及び高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対
する支援等に関する法律(平成17年法律第124号)第
16条の規定に基づき、関係機関の連携協力体制を
整備することにより、養護者等による虐待の防
止、養護者等による虐待を受けた障害者、高齢者
の保護及び養護者に対する支援を推進すること。
〔概要〕関係機関による現状認識と意見交換
〔実施日〕７月13日
〔対象者〕関係機関
〔参加者〕50人
〔場所〕市役所南館

(4)障害者
問題

継続して実施する。
関係機関との連携
強化と虐待防止の
啓発
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　　③相談事例等を通じた実態把握

事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

いのち・愛・ゆめ
センター地域交流
促進・相談機能強
化事業

人権・男女
共生課

〔目的〕地域の実情に即した講座や地域交流行事
を開催し、地域住民の相互の理解と交流を促進す
る。また長期的、継続的な助言指導による自立促
進及び相談事業の集約、分析により地域課題を発
見し、課題解決に向けた地域コミュニティの育成
を図る。
〔概要〕公募型プロポーザル方式により、社会福
祉法人等へ事業を委託して実施。

(10)さまざ
まな人権問
題

各センターごとに、受託者が相談
内容等を集約した事業完了報告書
を作成し、相談の集約により、相
談内容等の傾向把握、課題等の整
理ができた。

事業完了報告書の
結果を参考に、課
題解決に向けた取
組みを検討する。

　　④庁内連携による相談対応の強化

事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

通訳ボランティア
制度(茨木市国際
親善都市協会)

文化振興課

市の窓口での手続き・乳児健診等への通訳ボラン
ティアの派遣
(派遣件数)10件
(派遣先)こども健康センター、子育て支援総合セ
ンター等

(6)外国人
問題

通訳ボランティアの派遣によっ
て、安心して手続きや健診を受け
てもらうことができた。

派遣が必要な人
に、制度を提供で
きるよう、制度の
周知方法を見直
し、継続して実施
する。
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　（３）人権救済・保護体制の充実

　　①人権救済・保護体制の強化

事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

暴力被害女性一時
保護委託事業

人権・男女
共生課

暴力被害女性等の一時保護事業を実施した。
〔件数〕２件

(1)男女共
同参画

民間機関に委託することで､女性等
の緊急一時保護を実施し、被害者
の安全を確保することができた。

継続して実施す
る。

緊急一時保護事業
相談支援課
(障害福祉
課)

〔目的〕障害者に対する、又は障害による虐待を
防止し、障害者の権利利益の擁護に資する。
〔概要〕事業所に委託し、障害者を受入れ、入所
障害者に対する食事又は食材の提供や相談等を行
う。
〔実施日〕随時
〔実施件数〕3件

(4)障害者
問題

引き続き、継続的に取り組む。
関係機関との連携
強化と虐待防止の
啓発に努める。

　　②関係機関との連携の強化

事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

茨木市人権教育研
究協議会との連携

学校教育推
進課

〔目的〕人権教育の機軸に同和教育を位置づけ､部
落差別解消をはじめとした人権の確立をめざす｡
〔概要〕教職員による人権教育の実践を促す｡

(10)さまざ
まな人権問
題

次世代教職員の育成の取組みや校
区連携のにより、人権教育の実践
を進めることができた。

直面する人権課題
をより踏まえた内
容で取組む
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

茨木市進路保障協
議会との連携

学校教育推
進課

〔目的〕様々な課題をもつ生徒をはじめ､全ての子
どもたちの進路を保障する｡
〔概要〕生徒の進路保障に取り組む団体を助成

(2)子ど
も・若者の
問題

すべての子どもたちの進路保障に
向けて、研修会や小中高の連携の
取組みを行い、中退防止に成果を
あげた。

直面する人権課題
をより踏まえた内
容で取組む

茨木市在日外国人
教育研究協議会と
の連携

学校教育推
進課

〔目的〕在日外国人教育を推進する｡
〔概要〕在日外国人教育の向上に取り組む団体を
助成

(6)外国人
問題

外国にルーツのある子どもの自尊
感情を高め、進路保障につながる
在日外国人教育を進めることがで
きた。

直面する人権課題
をより踏まえた内
容で取組む

茨木市消費者協会
との連携

市民生活相
談課

〔目的〕市民生活の向上をめざす｡
〔概要〕暮らしに役立つ情報の提供や消費者問題
の啓発に努める｡

(10)さまざ
まな人権問
題

協会が実施する各種事業と連携
し、一定の啓発等を行うことがで
きた。

高齢化が顕著であ
り、会の存続に
は、後継者の育成
が急務である。
また、男性の参画
を促す取組を検討
する。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

茨木市人権セン
ターとの連携

人権・男女
共生課

〔目的〕あらゆる差別をなくし､市民の人権意識の
普及･高揚を図り､もって人権が守られた豊かで住
み良いまちづくりをめざすため､茨木市の人権施策
の推進に協力し市内各種団体と連携･協力して人権
尊重の社会づくりに寄与する｡
〔概要〕研修会や学習会を開催するとともに自立
支援及び人権擁護についての相談を行い､また､地
域住民の交流や協働の推進や人権のネットワーク
づくりに努める｡

(10)さまざ
まな人権問
題

市内の各種団体と連携・協力し、
人権啓発に役立つ人材の育成に努
めた。

あり方について検
討。事業内容や再
補助についての手
法を検討。

茨木市人権啓発推
進協議会との連携

人権・男女
共生課

〔目的〕あらゆる差別をなくし､市民の人権意識の
普及･高揚を図り､もって人権が守られた豊かで住
み良いまちづくりに寄与する｡
〔概要〕啓発紙の発行、市民啓発活動や研修会､学
習会を開催

(10)さまざ
まな人権問
題

啓発紙「虹のひろば」の発行や人
権啓発研修会を実施。小学校区毎
の人権啓発組織の結成に取組ん
だ。

人権啓発の市民組
織として発展させ
る。

茨木市人権各地域
協議会との連携

人権・男女
共生課

〔目的〕茨木市人権センターと連携し､同和問題解
決のための施策をはじめ人権施策に協力し､差別の
ない人権尊重のコミュニティの実現に寄与する｡
〔概要〕行政機関及び関係機関と協力並びに連携
するとともに､自立支援及び人権擁護についての相
談や住民間の交流及び協働を促進

(10)さまざ
まな人権問
題

地域啓発・交流を促進し、同和問
題をはじめ人権問題解決に努め
た。

継続して実施す
る。

茨木市人権擁護委
員会との連携

人権・男女
共生課

〔目的〕人権擁護委員法の主旨に則り､自由人権思
想の普及高揚と基本的人権の擁護に期するため､委
員会を組織し円滑なる活動を図る｡
〔概要〕職務に関する情報の収集や研究を行い､市
と連携して相談や啓発活動を行う｡

(10)さまざ
まな人権問
題

小学校における人権の花運動の実
施や、人権週間街頭啓発キャン
ペーンを共催で実施し、広く市民
に啓発を行うことができた。

継続して実施す
る。

- 72 -



事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

(一財)大阪府人権
協会との連携

人権・男女
共生課

〔目的〕同和問題解決のための施策をはじめとす
る人権施策に取り組み､差別のないコミュニティづ
くりを通じて､すべての人の人権が尊重される豊か
な社会の実現をめざす｡
〔概要〕研修会や学習会を開催するとともに自立
支援及び人権擁護についての相談を行い､また､地
域住民の交流や協働の推進や人権のネットワーク
づくりに努める｡

(10)さまざ
まな人権問
題

人権相談や講師派遣による連携や
人権関連情報誌の提供を受ける
等、人権啓発推進の一助となっ
た。

継続して実施す
る。

(公財)人権教育啓
発推進センターと
の連携

人権・男女
共生課

〔目的〕人権に関する様々な国際機関･国･地方公
共団体･公益法人･団体等と国際的･国内的連携を図
りつつ､基本的人権の擁護に資する｡
〔概要〕次世代を担う青少年等に対する同和問題
など人権に関する総合的な教育･啓発や人権相談を
行う｡

(10)さまざ
まな人権問
題

人権関連資料や情報誌の提供を受
ける等、人権啓発推進の一助と
なった。

継続して実施す
る。

(一財)アジア太平
洋人権情報セン
ターとの連携

人権・男女
共生課

〔目的〕アジア･太平洋地域における人権の伸長を
図り､国際的な人権伸長･保障の過程にアジア･太平
洋の視点を反映させ､アジア･太平洋地域における
日本の国際協調･貢献に人権尊重の視点を反映させ
ることで国際化時代にふさわしい人権意識の高揚
を図る｡
〔概要〕国連を中心とした国際的な人権情報の収
集･整理事業､調査･研究事業､研修･啓発事業､広報･
出版事業､相談･情報提供サービス事業などを行う｡

(10)さまざ
まな人権問
題

人権関連資料や人権関係専門情報
誌の提供を受ける等、人権啓発推
進の一助となった。

継続して実施す
る。

(公財)大阪人権博
物館との連携

人権・男女
共生課

〔目的〕人権思想の普及と人間性豊かな文化の発
展に貢献する｡
〔概要〕部落問題をはじめとする人権問題に関す
る調査研究をおこなうとともに､関係資料や文化財
を収集･保存し､あわせてこれらを展示･公開

(10)さまざ
まな人権問
題

人権関連資料や情報誌の提供を受
ける等、人権啓発推進の一助と
なった。

継続して実施す
る。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

(公財)大阪国際平
和センターとの連
携

人権・男女
共生課

〔目的〕大阪府民･市民と国内外の人々との間の相
互交流を深めることを通じて､大阪が世界の平和と
繁栄に積極的に貢献するため｡

(10)さまざ
まな人権問
題

人権関連資料や情報誌の提供を受
ける等、人権啓発推進の一助と
なった。

継続して実施す
る。

茨木市農業協同組
合との連携

農とみどり
推進課

〔目的〕農協及び農業団体の職員等の人権意識の
高揚を図る｡
〔概要〕人権問題啓発研修会の実施
〔対象者〕農協職員及び農業関係団体会員
〔参加者〕43名
〔テーマ〕部落差別解消推進法について
〔場所〕JA茨木市本所

(5)同和問
題

農協等を中心に、人権意識の高揚
を図る機会とすることができた。

開催時期、時間帯
や曜日等を検討
し、継続して実施
する。

(一財)茨木市保健
医療センターとの
連携

保健医療課
(一財)茨木市保健医療センターは人権問題研修会
を開催。保健医療課としては特に関わっていな
い。

(10)さまざ
まな人権問
題

要望があれば、出前講座等で協力
する。
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　　③地域における人権侵害の防止と保護・救済

事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

茨木市私立保育園
連盟

保育幼稚園
総務課

人権保育研修　人権啓発推進を行った。
全職員対象　9回実施　参加者数259人
障害児連続講座を行った
9回のうち5回参加　32人

(2)子ど
も・若者の
問題

人権保育研修：人権の気づきか
ら、様々な子どもの状況を理解で
きる研修を実施することができた
障害児連続講座：同じ研修を2回ず
つ行い参加を促した。

人権保育研修：今
後も人権保育を推
進する。
障害児連続講座：
一人一人の児童を
理解し具体的に支
援方法を学べるよ
う努める。

茨木市私立保育園
連盟への支援

保育幼稚園
事業課

〔目的〕私立保育園等の職員等の知識・技能の向
上を図り、より充実した保育サービスの提供に努
める
〔概要〕研修会に助成を行う
〔実施日〕随時
〔対象者〕保育園等の職員等
〔参加者〕保育園等の職員数
〔場所〕国内外問わず、実施された場所

(2)子ど
も・若者の
問題

前年までは、自園以外での研修会
のみを対象にしていたが、平成30
年度から自園での研修会も対象に
している。

継続して実施す
る。
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　　④就労の場における人権侵害からの保護・救済

事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

労働問題相談 商工労政課

〔目的〕働く上でのあらゆる問題について､労使の
自主的な問題解決を支援する｡
〔概要〕仕事なんでも相談員を設置し､市民､勤労
者等からの労働上の問題に関する相談に応じ､助
言･指導を行う｡
〔実施日〕毎週火･水･木曜日
〔場所〕市役所本館７階商工労政課ほか
〔相談件数〕207件

(10)さまざ
まな人権問
題

労働に関する問題解決の一助と
なった。

労働に関する問題
解決のために引き
続き支援を行い､
相談案件によって
は､大阪府等関係
機関と連携を図っ
ていく。

　　⑤各種生活支援サービスや福祉サービスの充実

事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

シルバーハウジン
グ生活援助員派遣
事業

長寿介護課
（高齢者支
援課）

〔目的〕高齢者の日常生活における自立支援を行
う｡
〔概要〕シルバーハウジング(府営三島丘住宅)入
居者に生活援助員を派遣し､暮らしに関する助言や
援助を行う｡
〔対象〕30人

(3)高齢者
問題

目的に沿った支援を行うことがで
きた。

費用対効果の観点
から、大阪府と協
議の上、事業内容
を精査し、事業を
継続する。
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事業名 主担当課 平成29年度事業の取組と実績
10の

主要課題
平成29年度事業の取組と

実績に対する評価
事業の課題と
改善方法

生活保護相談 生活福祉課

(目的)生活に困窮する全ての市民に対し、その困
窮の程度に応じ、必要な保護を行い、最低限度の
生活を保障するとともに、その自立を助長する。

(概要)生活困窮者からの相談を聴き、解決方法を
ともに考え、または助言する。
(日時)随時
(場所)生活福祉課窓口
(相談件数)1519件

(10)さまざ
まな人権問
題

生活困窮に陥った人に対して適切
に必要な福祉サービスを提供し、
自立を助長することができた。

引き続き継続的に
取り組む。

こども食堂運営事
業に対する補助

こども政策
課

子どもの食事及び子どもが安心して過ごせる居場
所の提供を促進し、もって子どもが抱える悩み、
家庭環境等の問題を早期に発見し、必要な支援機
関につなぐことのできる環境を整備するために、
こども食堂を運営する団体等について、要件を満
たす事業に対し、こども食堂を開催する場所の使
用料及び賃借料に関して、開催１回当たり上限
1,750円を補助した（同一施設で月４回まで）。
　　・支給対象団体　３団体
　　・支給合計額　133,854円

(2)子ど
も・若者の
問題

当初は公共施設での実施を想定し
ていたが、実際使用していたのは
３団体中１団体であり、公共施設
での実施ではない場合には手続き
が煩雑、かつ、支給金額が少額と
なってしまった。

運営補助の方法を
見直す。
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